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大 学 入 試 セ ン タ ー 試 験 は 、

こ の 試 験 を 利 用 す る 大 学 が

大 学 入 試 セ ン タ ー と 共 同 し て

実 施 す る 試 験 で す 。

大 学 入 試 セ ン タ ー は 、 セ ン タ ー 試 験 の 実 施 、

評 価 を は じ め 、 入 学 者 選 抜 に 関 連 す る 研 究 や

大 学 に 関 す る 情 報 の 提 供 な ど を 通 し て 、

大 学 入 試 の 改 善 に 向 け て 努 力 し て い ま す 。
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　大学入試センター試験は、大学入学志願者の高等学校段階におけ
る基礎的な学習の達成度を判定することを主目的としています。大
学はそれぞれの判断と創意工夫に基づいてこの試験を用い、志願者
の能力、適性を多面的に判断しています。年々センター試験を利用
する大学が増加していること、いわゆる現役生の志願率が上昇して
いることなど、センター試験は非常に重要な役割を果たしていると
考えています。試験問題についても高い評価を得ています。これは、
長年にわたる作題委員、評価委員の方々の努力の集積に他ならず、
深く感謝しています。大学入試センター試験は、各大学と共同で実
施する試験です。また、それぞれの大学の入学試験の一部であり、
個別試験と併せて入学者選抜の判定に資するものです。関係する皆
様の一層の御理解と御協カをお願い申し上げます。
　我が国の大学入学試験は時代の推移とともに様々な変革を遂げて
きました。センターの研究開発部は、センター試験のみならず、個
別大学や外国の大学の試験の分析・評価、新しい形の試験の実験的
試行など、入学者選抜方法の改善に関する調査研究を進めています。
法科大学院適性試験の実施や全国大学入学者選抜研究連絡協議会の
主催なども、その一環であり、これらを契機に、各大学との共同研
究もより一層積極的に行い、さらに入学試験の改善に役立てたいと
考えています。
　また、センターでは、高等学校における進路指導や、大学進学志
望者の進路選択に資するため、高等学校と大学の相互理解を図る大
学ガイダンスセミナーの開催、大学進学情報が検索できるハートシ
ステム、センター試験利用大学の入学者選抜方法をまとめた国公私
立大学ガイドブックの刊行による大学に関する情報提供を行ってお
り、今後も、適切な情報提供に努めていきたいと考えています。
　センターは、常に現状を正しく分析し、評価し、積極的に改善す
る努力を忘れてはいけないと考えています。関連機関等と広く意見
を交換し、より良い試験の実施を目指して努力を続ける所存です。

平成 21 年６月

大学入試センター理事長　

吉　本　高　志
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O U T L I N E
大 学 入 試 セ ン タ ー 試 験 の 概 要

大学入試
センター

志願者

大学入試
センター試験
利用大学

■志願者へ
　成績開示（希望者）

■利用大学へ
　成績提供

■大学入試センター試験の
　出願と受験

■出願・受験

■志願者へ
　合否通知

■大学入試
　センター試験
　　　を利用

最適な大学入試の
実施

大学入試センター試験は各大学が
大学入試センターと協力して共同で実施します。
各大学の多様な選抜方法の推進役となっています。
大学入試センター試験は、大学（短期大学を含む。以下同じ。）に入学を志願する者の高等学校段階にお
ける基礎的な学習の達成の程度を判定することを主たる目的とするものであり、各大学が、それぞれの判
断と創意工夫に基づき適切に利用することにより、大学教育を受けるにふさわしい能力・適性等を多面的
に判定することに資するために実施するものです。

大学入試センター試験を利用した入試の仕組み

◎検定料 ３教科以上受験 18,000 円

 ２教科以下受験 12,000 円

◎成績開示手数料 出願時 800 円
　（成績開示を希望する場合、出願時に検定料と併せて払込）

◎出願方法
　（1）高等学校又は中等教育学校卒業見込者は、在学している学校経由

　（2）高等学校又は中等教育学校卒業者等は、直接郵送

◎試験場
　（1）高等学校又は中等教育学校卒業見込者は、

　　　在学している学校が所在する試験地区内の試験場

　（2）高等学校又は中等教育学校卒業者等は、

　　　居住する試験地区内の試験場

●大学入試センター試験の運営

大学入試センター試験は、この試験を利用する国立、公立、私立の各大学が大学入試センターと協力し
て同一の期日に同一の試験問題により、共同して実施します。

大学入試センターの役割

・試験問題の作成、印刷、輸送
・受験案内、実施マニュアルなどの作成
・出願の受付、試験場の指定、受験票の交付
・答案の採点、集計
・試験成績などの各大学への提供
・試験成績の本人開示

利用大学の役割

・ 大学入試センター試験の利用教科・科目及び各大学ご
との学力検査などの予告

・試験場の設定、試験監督者などの選出
・志願者への受験案内の配付
・試験の実施、答案の整理・返送、試験成績の請求
・試験問題作成に携わる者の派遣
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●大学入試センター試験利用のメリット
大学入試センター試験を利用することにより、新しい層の学生の開拓や、全国へのアピール、さらに面接
などに重点を置くことができるなど、様々なメリットがあります。
・ 大学入試センター試験を利用した選抜については、全科目に平均的な学力を有するオールラウンド型の学生が受験するなど、

従来とは異なった層の学生を開拓することができた。
・ 大学入試センター試験の利用により、今まで実施が難しかった小論文や面接を導入する余裕ができた。
・受験者が全国的に広がり、受験者数も従来より増加した。
・大学の PR に役立ち、イメージアップが図れた。
・ 大学独自の試験のみで選抜を行うよりも、広範囲の教科・科目を利用した広い視野から受験者の適性の評価が行えるようになった。
・同一大学・学部の受験チャンスが１回増えたことが受験者に好評であった。

●各大学での利用方法の一例
・基礎的な学力を幅広く評価するため、出題教科・科目を総合的に利用。
・一般選抜の定員の一部について、大学入試センター試験の特定の教科・科目を利用。
・利用する教科・科目に幅を持たせ、受験者が得意なものを選択させて利用。
・調査書と大学入試センター試験で第１次の選抜を行い、その合格者について面接試験を実施。
・工学部において、大学入試センター試験の数学・外国語を利用。大学が行う試験は理科のみを実施。
・入学定員の一部について、大学入試センター試験と大学が行う試験のうち、高得点の方を合否の判定に使用。
・推薦入試について、大学入試センター試験の国語・外国語のみを利用し、大学が行う試験として面接を実施。
・ 大学入試センター試験で必要とする成績水準を明示した上で、大学入試センター試験の成績がその水準に達している者は大学

が行う試験に進ませ、大学入試センター試験の成績は合算せずに大学が行う試験の成績のみで合否を判定。
・大学の自主的な判断に基づき、過年度の大学入試センター試験の成績を当該年度の入学者選抜に利用。

大学入試センター試験の果たす役割など

大学入試センター試験は、昭和 54 年度から平成元年度まで実施された共通第１次学力試験に代えて、平
成２年度から実施されているものです。

昭和 53 年度以前は、高等学校教育の程度や範
囲を超えた難問奇問の出題が少なくありません
でしたが、共通第１次学力試験や大学入試セン
ター試験の導入により、難問奇問を排除した良
質な問題が確保されるようになり、現在、高等
学校等の関係者からも高い評価を受けています。

1　　難問奇問を排除した、良質な問題の確保

大学入試センター試験を利用することで、小論文、
面接等を実施する大学や推薦入試、帰国子女・社会
人を対象とした特別選抜を実施する大学が増えつつ
あります。このように、大学入試センター試験は大
学入試の個性化・多様化に貢献しています。AO 入
試や推薦入試にセンター試験を用いる例もあります。

2　　 各大学が実施する試験との適切な組合せ
による大学入試の個性化・多様化

私立大学の参加数は年々増えており（平成 21 年
度入試では、487 大学）、利用した私立大学から
も好評を得ています。

3　　国公私立大学を通じた入試改革

大学入試センター試験では、利用教科・科目を
各大学が自由に指定できるアラカルト方式によ
り、各大学がその大学・学部に必要な教科・科
目を指定することができます。

4　　アラカルト方式による各大学に適した利用
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O U T L I N E
大 学 入 試 セ ン タ ー 試 験 の 概 要

大学入試センター 利用大学

高等学校への説明協議会

実施要項通知

試験場・試験室設定準備依頼

具体的実施計画の策定・調整

志願者推計数通知

受験案内の作成

試験場・試験室設定準備について回答

個別学力検査等選抜要項発表

出願受付

志願者の登録

受付

成績の提供

成績の請求

受領

合格者データの提出

合格者の発表

国公立大学個別学力検査等実施

確認はがきの送付

試験場の分担等について連絡会議において協議

試験場・試験室設定

入試担当者連絡協議会（第１回）

入試担当者連絡協議会（第 2回）

臨時ファックス等設置

臨時ファックス等送受信テスト

大学入試センター試験（本試験）

大学入試センター試験（追試験）

受領

受領

受領

個別学力検査等募集要項発表

試験関係資料の送付（第１回）

試験場・入学志願者数の確定

受験票等の送付

試験関係資料の送付（第２回）

正解等の発表

平均点等の中間発表

得点調整実施の有無の発表

追試験受験者名簿等の送付

国公立大学出願受付

平均点等の最終発表

受領・登録

月
3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

月
3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

試
験
場
・
試
験
室
の
確
保
・
設
定
準
備

試
験
実
施
委
員
会

試
験
問
題
の
作
成
・
点
検
・
印
刷

受
験
案
内
の
配
付

試
験
実
施
準
備

年間スケジュール
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平成 22 年度大学入学者選抜実施日程

平成21年5月

平成22年１月16日（土）・17日（日）

大学入試センター試験の実施要項を発表

□7月31日（金）まで 各国公私立大学が個別学力検査等の選抜要項を発表

□9月１日（火）から 大学入試センター試験の受験案内を配付

□1月16日（土）・17日（日） 大学入試センター試験問題の正解等を発表

□1月20日（水）【予定】 大学入試センター試験の平均点等の中間発表

□1月22日（金）【予定】 大学入試センター試験の得点調整実施の有無の発表

□1月23日（土）・24日（日） 大学入試センター試験の追試験を実施

□1月25日（月）～2月3日（水） 各国公立大学の出願受付

□2月2日（火）から 大学入試センター試験成績の各大学への提供を開始

□2月4日（木）【予定】 大学入試センター試験の平均点等の最終発表

□2月25日（木）から 国公立大学前期日程の試験を実施

□3月8日（月）以降 公立大学中期日程の試験を実施

□3月12日（金）以降 国公立大学後期日程の試験を実施

（注）１　国公立大学の実施日程は、上記日程と一部異なる場合があります。
 ２　私立大学・公私立短期大学は、出願期日、試験日とも各大学が設定しています。

□4月16日（金）以降 大学入試センター試験の成績開示希望者に成績通知書を送付

□10月１日（木）～1４日（水）
大学入試センター試験の出願受付
（大学入試センター試験の成績開示希望受付）

□10月下旬から11月上旬まで 大学入試センター試験の志願者に確認はがきを送付

□12月15日（火）まで 各国公私立大学が個別学力検査等の募集要項を発表

□12月上旬から12月中旬まで 大学入試センター試験の志願者に受験票等を送付

大学入試センター試験の本試験を実施
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O U T L I N E
大 学 入 試 セ ン タ ー 試 験 の 概 要

平成 22 年度大学入試センター試験の出題教科・科目等

大学入試センター試験を利用する大学は、大学入試センター試験の出題教科・科目の中から、入学志願者に解答させる教科・
科目及びその利用方法を定めています。入学志願者は、各大学の学生募集要項等により、出題教科・科目を確認の上、大学入
試センター試験を受験することになります。
平成 22 年度大学入試センター試験においては、６教科 28 科目が出題されます。
大学入試センター試験は、主として多肢選択による客観式テスト方式で出題し、解答はマーク方式によります。この試験は、こ
れまでの研究や経験の積み上げの中から、単に表面的な暗記知識だけを問うのではなく、論理的な思考力や判断力などを評価
できるよう、試験問題の形式や内容について工夫改善を図ってきたものです。

地理歴史
「世界史A」 「世界史B」
「日本史A」 「日本史B」
「地理A」 「地理 B」

外国語（注 2）

『英語』 『ドイツ語』
『フランス語』 『中国語』
『韓国語』

理科①
「理科総合B」
「生物Ⅰ」

数学①
「数学Ⅰ」
『数学Ⅰ・数学A』

理科②
「理科総合A」
「化学Ⅰ」

理科③
「物理Ⅰ」
「地学Ⅰ」

数学②

「数学Ⅱ」
『数学Ⅱ・数学B』
「工業数理基礎」
『簿記・会計』
『情報関係基礎』

公民
「現代社会」 「倫理」
「政治・経済」

国語（注１）

『国語』 

9:30～10:30
（100点）

11:15～12:15
（100点）

9:30～10:30
（100点）

11:15～12:15
（100点）

13:30～14:30
（100点）

15:15～16:15
（100点）

17:00～18:00
（100点）

13:30～14:50
（200点）

【筆記】
15:35～16:55
（200点）

【リスニング】
（『英語』のみ）
17:35～18:35（注3）
（50点）

「国語総合」、「国語表現Ⅰ」の内容を出題範囲とし、近代以降の文
章、古典（古文、漢文）を出題する。

『英語』は、「オーラル・コミュニケーションⅠ」及び「英語Ⅰ」に加えて
「オーラル・コミュニケーションⅡ」と「英語Ⅱ」に共通する事項を出
題範囲とする。

『数学Ⅰ・数学A』は、「数学Ⅰ」と「数学A」を総合した出題範囲とす
る。

『数学Ⅱ・数学B』は、「数学Ⅱ」と「数学B」を総合した出題範囲とする。
ただし、次に記す「数学B」の4項目の内容のうち、2項目以上を学習
した者に対応した出題とし、問題を選択解答させる。〔数列、ベクト
ル、統計とコンピュータ、数値計算とコンピュータ〕
『簿記・会計』は、「簿記」及び「会計」を総合した出題範囲とし、「会
計」については、会計の基礎、貸借対照表、損益計算書、財務諸表の
活用の4項目の内容のうち、会計の基礎を出題する。
『情報関係基礎』は、職業教育を主とする農業、工業、商業、水産、家
庭、看護、情報及び福祉の8教科に設定されている情報に関する基
礎的科目を出題範囲とする。

左記出題科目の3科目のうちか
ら1科目を選択し、解答する。

左記出題科目の2科目のうちか
ら1科目を選択し、解答する。

左記出題科目の2科目のうちか
ら1科目を選択し、解答する。

左記出題科目の5科目のうちか
ら1科目を選択し、解答する。た
だし、科目選択に当たり、「工業
数理基礎」、『簿記・会計』又は
『情報関係基礎』の問題冊子の
配付を希望する場合は、大学入
試センター試験の出願時に申し
出ること。

左記出題科目の2科目のうちか
ら1科目を選択し、解答する。

左記出題科目の2科目のうちか
ら1科目を選択し、解答する。

左記出題科目の6科目のうちか
ら1科目を選択し、解答する。

左記出題科目の5科目のうちか
ら1科目を選択し、解答する。た
だし、科目選択に当たり、『ドイツ
語』、『フランス語』、『中国語』又
は『韓国語』の問題冊子の配付
を希望する場合は、大学入試セ
ンター試験の出願時に申し出る
こと。

教科・グループ 時間・配点 出題方法等 科目選択の方法等期日

平
成
22
年
１
月
16
日
（
土
）

平
成
22
年
１
月
17
日
（
日
）

（注）１　『国語』は、「近代以降の文章（2問100点）、古典〔古文（1問50点）、漢文（1問50点）〕」で構成されており、大学によっては、分野別に利用を指定することができるようになっています。
 ２　外国語において、『英語』を選択する受験者は、筆記とリスニングの双方を解答することになります。
 3　リスニングは、音声問題を用い30分間で解答を行いますが、解答開始前に受験者に配付したICプレーヤーの作動確認・音量調節を受験者本人が行うための必要な時間を加えて、試験時間は60分
 　　となります。
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英語リスニング

大学入試センター試験の外国語で『英語』を選択する受験者は、筆記とリスニングの双方を解答することになります。リスニン
グでは、受験者が監督者の指示に従い、各自に配付された IC プレーヤーを操作して音声問題を聞き取り、解答します。音声問
題は約 30 分、配点は 50 点満点です。ただし、解答開始前に受験者に配付した IC プレーヤーの作動確認、音量調節を受験
者本人が行うための必要な時間を加えて、試験時間は 60 分です。

大学入試センターのホームページで
は、IC プレーヤーの操作を体験す
ることができます（8 月中に更新予
定）。また、平成 21年度試験の問
題冊子、正解、音声問題等も掲載し
ています。

各受験者に、問題冊子、解答用紙とともに、IC プレーヤー、イヤホン及び音声メモリーが配付されます。受験者は
IC プレーヤーから流れる音声問題を聞き取り、設問ごとに解答用紙にマークします。

IC プレーヤーの操作は、「㆒電源」「㆓確認」「叅再生」の各ボタンを監督者の指示に従い、順番に押すだけの簡単
なものです。

音声問題は設問ごとに 2 回流れます。また、1 回目の音声と 2 回目の音声が流れた後には、それぞれ解答するため
の音声が流れない時間があります。

音量は、受験者が各自に合った大きさに、いつでも調節することができます。

1

2

3

4

リスニングの進行

IC プレーヤーには、３つのボタンと２つのランプ、音量
調節つまみが付いています。２つのランプ（赤、緑）は
IC プレーヤーの作動状態を示します。（写真はイメージで
あり、実際に使用するものとは異なる場合があります。）

● IC プレーヤーの主な変更点
平成 22 年１月からの大学入試センター試験で使用する IC
プレーヤーは、次の点について変更・改善したものを使用し
ます。操作方法は平成 21年１月に使用したものと同じです。

⑴ 電源ランプ及び作動中ランプの輝度を向上させます。
⑵ 再生ボタンを凸型に変更します。
⑶  本体を正方形に変更し、安定性の向上のために、本体の

裏面に滑り止めを追加します。
⑷  万一の急激な電力低下を防ぐために、電池をアルカリ電

池に変更します。
⑸  音声メモリーの挿入方法をプッシュイン／プッシュアウト

方式（カチッと音がするまで差し込む方法）に変更します。

すべてのボタンは
長押しが必要です。

「㆒電源」

「㆓確認」
「叅再生」
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O U T L I N E
大 学 入 試 セ ン タ ー 試 験 の 概 要

平成 22 年度大学入試センター試験利用大学　─ 651 大学 ─

●国立大学82大学（全大学）
北海道大学 北海道教育大学 室蘭工業大学 小樽商科大学
帯広畜産大学 旭川医科大学 北見工業大学 弘前大学
岩手大学 東北大学 宮城教育大学 秋田大学
山形大学 福島大学 茨城大学 筑波大学
筑波技術大学 宇都宮大学 群馬大学 埼玉大学
千葉大学 東京大学 東京医科歯科大学 東京外国語大学
東京学芸大学 東京農工大学 東京芸術大学 東京工業大学
東京海洋大学 お茶の水女子大学 電気通信大学 一橋大学
横浜国立大学 新潟大学 長岡技術科学大学 上越教育大学
富山大学 金沢大学 福井大学 山梨大学
信州大学 岐阜大学 静岡大学 浜松医科大学
名古屋大学 愛知教育大学 名古屋工業大学 豊橋技術科学大学
三重大学 滋賀大学 滋賀医科大学 京都大学
京都教育大学 京都工芸繊維大学 大阪大学 大阪教育大学
兵庫教育大学 神戸大学 奈良教育大学 奈良女子大学
和歌山大学 鳥取大学 島根大学 岡山大学
広島大学 山口大学 徳島大学 鳴門教育大学
香川大学 愛媛大学 高知大学 福岡教育大学
九州大学 九州工業大学 佐賀大学 長崎大学
熊本大学 大分大学 宮崎大学 鹿児島大学
鹿屋体育大学 琉球大学

●公立大学74大学（全大学）■は平成22年度新規利用学部がある大学　
釧路公立大学 公立はこだて未来大学 札幌医科大学 札幌市立大学
名寄市立大学 青森県立保健大学 青森公立大学 岩手県立大学
秋田県立大学 国際教養大学 宮城大学 山形県立保健医療大学
会津大学 福島県立医科大学 茨城県立医療大学 群馬県立県民健康科学大学
群馬県立女子大学 高崎経済大学 前橋工科大学 埼玉県立大学
千葉県立保健医療大学 首都大学東京 神奈川県立保健福祉大学 横浜市立大学
新潟県立大学 新潟県立看護大学 富山県立大学 石川県立大学
石川県立看護大学 金沢美術工芸大学 福井県立大学 都留文科大学
山梨県立大学 長野県看護大学 岐阜県立看護大学 岐阜薬科大学
静岡県立大学 愛知県立大学 愛知県立芸術大学 名古屋市立大学
三重県立看護大学 滋賀県立大学 京都市立芸術大学 京都府立大学
京都府立医科大学 大阪市立大学 大阪府立大学 神戸市外国語大学
神戸市看護大学 兵庫県立大学 奈良県立大学 奈良県立医科大学
和歌山県立医科大学 島根県立大学 岡山県立大学 尾道大学
県立広島大学 広島市立大学 下関市立大学 山口県立大学
香川県立保健医療大学 愛媛県立医療技術大学 高知女子大学 北九州市立大学 ■
九州歯科大学 福岡県立大学 福岡女子大学 長崎県立大学
熊本県立大学 大分県立看護科学大学 宮崎県立看護大学 宮崎公立大学
沖縄県立看護大学 沖縄県立芸術大学
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●私立大学495大学1422学部　■は平成22年度新規利用大学　■は平成22年度新規利用学部がある大学
旭川大学 札幌大学 札幌学院大学 札幌国際大学 
千歳科学技術大学 天使大学 道都大学 苫小牧駒澤大学 
日本赤十字北海道看護大学 函館大学 藤女子大学 北翔大学 
北星学園大学 北海学園大学 北海商科大学 北海道医療大学 
北海道工業大学 北海道情報大学 北海道文教大学 北海道薬科大学 
酪農学園大学 稚内北星学園大学 青森大学 青森中央学院大学 
八戸大学 八戸工業大学 弘前学院大学 富士大学 
盛岡大学 石巻専修大学 尚絅学院大学 仙台大学 
東北学院大学 東北工業大学 東北文化学園大学 東北薬科大学 
宮城学院女子大学 秋田看護福祉大学 日本赤十字秋田看護大学 ノースアジア大学 
東北芸術工科大学 東北公益文科大学 いわき明星大学 郡山女子大学 
東日本国際大学 茨城キリスト教大学 常磐大学 流通経済大学 
足利工業大学 国際医療福祉大学 ■ 作新学院大学 獨協医科大学 
桐生大学 宇都宮共和大学 白鷗大学 関東学園大学 
共愛学園前橋国際大学 群馬社会福祉大学 群馬パース大学 ■ 上武大学 
高崎健康福祉大学 高崎商科大学 東京福祉大学 跡見学園女子大学 
共栄大学 埼玉学園大学 埼玉工業大学 十文字学園女子大学 
城西大学 植草学園大学 尚美学園大学 女子栄養大学 
駿河台大学 西武文理大学 ■ 東京国際大学 獨協大学 
日本医療科学大学 日本工業大学 日本薬科大学 文教大学 
文京学院大学 平成国際大学 明海大学 ものつくり大学 
江戸川大学 川村学園女子大学 神田外語大学 敬愛大学 
国際武道大学 秀明大学 ■ 淑徳大学 城西国際大学 
聖徳大学 清和大学 千葉科学大学 千葉工業大学 
千葉商科大学 中央学院大学 ■ 帝京平成大学 東京歯科大学 
東京情報大学 東京成徳大学 ■ 東洋学園大学 了徳寺大学 
麗澤大学 和洋女子大学 青山学院大学 ■ 亜細亜大学 
桜美林大学 大妻女子大学 嘉悦大学 北里大学 
共立女子大学 杏林大学 慶應義塾大学 恵泉女学園大学 
工学院大学 國學院大學 ■ 国際基督教大学 国士舘大学 
こども教育宝仙大学 駒澤大学 駒沢女子大学 ■ 実践女子大学 
芝浦工業大学 ■ 順天堂大学 昭和大学 昭和女子大学 
昭和薬科大学 白梅学園大学 白百合女子大学 杉野服飾大学 ■ 
成蹊大学 成城大学 清泉女子大学 専修大学 
創価大学 大正大学 大東文化大学 高千穂大学 
拓殖大学 多摩大学 玉川大学 多摩美術大学 
中央大学 津田塾大学 帝京大学 デジタルハリウッド大学 
東海大学 東京医療保健大学 東京音楽大学 東京家政大学 
東京家政学院大学 東京経済大学 東京工科大学 東京工芸大学 
東京純心女子大学 東京女学館大学 東京女子大学 東京聖栄大学 
東京電機大学 東京農業大学 東京富士大学 東京未来大学 
東京薬科大学 東京理科大学 東邦大学 東洋大学 
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二松学舎大学 日本大学 ■ 日本歯科大学 日本社会事業大学 
日本獣医生命科学大学 日本女子大学 日本女子体育大学 日本文化大学 
文化女子大学 法政大学 ■ 星薬科大学 武蔵大学 
東京都市大学 ■ 武蔵野大学 武蔵野音楽大学 武蔵野美術大学 
明治大学 明治学院大学 明治薬科大学 明星大学 
目白大学 立教大学 立正大学 ルーテル学院大学 
和光大学 早稲田大学 麻布大学 神奈川大学 
神奈川工科大学 鎌倉女子大学 ■ 関東学院大学 相模女子大学 
産業能率大学 松蔭大学 ■ 湘南工科大学 昭和音楽大学 
鶴見大学 ■ 桐蔭横浜大学 東洋英和女学院大学 フェリス女学院大学 
横浜商科大学 横浜薬科大学 敬和学園大学 長岡大学 
長岡造形大学 新潟医療福祉大学 新潟経営大学 新潟工科大学 
新潟国際情報大学 新潟産業大学 新潟青陵大学 新潟薬科大学 
高岡法科大学 富山国際大学 ■ 金沢学院大学 金沢工業大学 
金沢星稜大学 金城大学 北陸学院大学 北陸大学 
仁愛大学 福井工業大学 健康科学大学 帝京科学大学 
山梨英和大学 山梨学院大学 佐久大学 諏訪東京理科大学 
清泉女学院大学 長野大学 松本大学 松本歯科大学 
朝日大学 岐阜医療科学大学 岐阜経済大学 岐阜女子大学 
岐阜聖徳学園大学 中京学院大学 中部学院大学 東海学院大学 
静岡英和学院大学 静岡産業大学 静岡福祉大学 静岡文化芸術大学 
静岡理工科大学 聖隷クリストファ−大学 常葉学園大学 浜松大学 
浜松学院大学 富士常葉大学 愛知大学 愛知医科大学 
愛知学院大学 愛知学泉大学 愛知工科大学 愛知工業大学 
愛知産業大学 愛知淑徳大学 愛知東邦大学 愛知みずほ大学 
修文大学 桜花学園大学 ■ 金城学院大学 椙山女学園大学 
星城大学 大同大学 中京大学 中京女子大学 
中部大学 東海学園大学 同朋大学 豊田工業大学 
豊橋創造大学 名古屋外国語大学 名古屋学院大学 名古屋学芸大学 
名古屋経済大学 名古屋芸術大学 名古屋産業大学 名古屋商科大学 
名古屋女子大学 名古屋文理大学 南山大学 日本福祉大学 
人間環境大学 藤田保健衛生大学 名城大学 皇學館大学 
鈴鹿医療科学大学 鈴鹿国際大学 四日市大学 四日市看護医療大学 
成安造形大学 ■ 聖泉大学 長浜バイオ大学 びわこ学院大学 
びわこ成蹊スポーツ大学 ■ 大谷大学 京都外国語大学 京都学園大学 
京都光華女子大学 京都嵯峨芸術大学 京都産業大学 京都女子大学 
京都精華大学 京都造形芸術大学 京都創成大学 京都橘大学 
京都ノートルダム女子大学 京都文教大学 京都薬科大学 種智院大学 
同志社大学 同志社女子大学 花園大学 佛教大学 
明治国際医療大学 立命館大学 龍谷大学 藍野大学 
大阪青山大学 大阪医科大学 大阪大谷大学 大阪観光大学 
大阪学院大学 大阪経済大学 大阪経済法科大学 ■ 大阪芸術大学 
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大阪工業大学 大阪国際大学 大阪産業大学 大阪樟蔭女子大学 
大阪商業大学 大阪女学院大学 大阪成蹊大学 大阪総合保育大学 
大阪電気通信大学 ■ 大阪人間科学大学 大阪保健医療大学 ■ 大阪薬科大学 
追手門学院大学 関西大学 ■ 関西医療大学 ■ 関西外国語大学 
関西福祉科学大学 近畿大学 四天王寺大学 摂南大学 
千里金蘭大学 ■ 相愛大学 太成学院大学 帝塚山学院大学 
常磐会学園大学 梅花女子大学 羽衣国際大学 阪南大学 
東大阪大学 プール学院大学 桃山学院大学 芦屋大学 
大手前大学 関西国際大学 関西学院大学 関西福祉大学 ■ 
近畿医療福祉大学 近大姫路大学 ■ 甲子園大学 甲南大学 
甲南女子大学 神戸海星女子学院大学 神戸学院大学 神戸芸術工科大学 
神戸国際大学 ■ 神戸夙川学院大学 神戸松蔭女子学院大学 神戸女学院大学 
神戸女子大学 神戸親和女子大学 神戸常盤大学 神戸ファッション造形大学 
神戸薬科大学 神戸山手大学 聖和大学 園田学園女子大学 
姫路獨協大学 兵庫大学 兵庫医科大学 ■ 兵庫医療大学 ■ 
武庫川女子大学 流通科学大学 畿央大学 帝塚山大学 
天理大学 ■ 奈良大学 奈良産業大学 鳥取環境大学 
岡山学院大学 岡山商科大学 岡山理科大学 川崎医療福祉大学 
環太平洋大学 吉備国際大学 倉敷芸術科学大学 くらしき作陽大学 
山陽学園大学 ■ 就実大学 中国学園大学 ノートルダム清心女子大学 
美作大学 広島文化学園大学 比治山大学 広島経済大学 
広島工業大学 広島国際学院大学 広島修道大学 広島女学院大学 
広島文教女子大学 福山大学 福山平成大学 安田女子大学 
宇部フロンティア大学 東亜大学 徳山大学 梅光学院大学 
山口福祉文化大学 山口学芸大学 山口東京理科大学 四国大学 ■ 
徳島文理大学 四国学院大学 高松大学 聖カタリナ大学 
松山大学 松山東雲女子大学 高知工科大学 九州栄養福祉大学 
九州共立大学 九州国際大学 九州産業大学 九州情報大学 
九州女子大学 久留米大学 ■ 久留米工業大学 産業医科大学 
西南学院大学 西南女学院大学 聖マリア学院大学 第一薬科大学 
中村学園大学 筑紫女学園大学 西日本工業大学 福岡大学 
福岡医療福祉大学 福岡経済大学 福岡工業大学 福岡国際大学 
福岡歯科大学 福岡女学院大学 福岡女学院看護大学 保健医療経営大学 
西九州大学 ■ 活水女子大学 ■ 長崎ウエスレヤン大学 長崎外国語大学 
長崎国際大学 長崎純心大学 長崎総合科学大学 九州看護福祉大学 
九州ルーテル学院大学 熊本学園大学 熊本保健科学大学 尚絅大学 
崇城大学 日本文理大学 別府大学 ■ 立命館アジア太平洋大学 
九州保健福祉大学 南九州大学 宮崎国際大学 宮崎産業経営大学 
鹿児島国際大学 鹿児島純心女子大学 志學館大学 第一工業大学 
沖縄大学 沖縄国際大学 名桜大学  
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O U T L I N E
大 学 入 試 セ ン タ ー 試 験 の 概 要

平成 22 年度大学入試センター試験利用短期大学　─ 163 短期大学 ─

●公立短期大学16短期大学41学科　■は平成22年度新規利用短期大学

●私立短期大学147短期大学337学科　■は平成22年度新規利用短期大学　■は平成22年度新規利用学科がある短期大学

（注）１　 大学入試センター試験を利用する大学、短期大学によっては、学部・学科・専攻等により利用しない場合もあるので、各大学、短期大学の募集要項
などで確認してください。

　　  ２　私立大学の利用学部については、大学入試センターのホームページ (http://www.dnc.ac.jp/) を御覧ください。

帯広大谷短期大学 ■ 札幌国際大学短期大学部 札幌大学女子短期大学部 ■ 北翔大学短期大学部 
酪農学園大学短期大学部 青森短期大学 青森中央短期大学 八戸短期大学 ■ 
尚絅学院大学女子短期大学部 仙台青葉学院短期大学 ■ 日本赤十字秋田短期大学 山形短期大学 
いわき短期大学 郡山女子大学短期大学部 宇都宮短期大学 國學院大學栃木短期大學 
関東短期大学 群馬社会福祉大学短期大学部 高崎健康福祉大学短期大学部 高崎商科大学短期大学部 
東京福祉大学短期大学部 新島学園短期大学 聖徳大学短期大学部 青山学院女子短期大学 
大妻女子大学短期大学部 嘉悦大学短期大学部 共立女子短期大学 駒沢女子短期大学 
実践女子短期大学 昭和女子大学短期大学部 女子栄養大学短期大学部 女子美術大学短期大学部  
杉野服飾大学短期大学部 ■ 東京家政大学短期大学部 東京成徳短期大学 東京農業大学短期大学部 
東京富士大学短期大学部 日本大学短期大学部 文京学院短期大学 立教女学院短期大学  
鎌倉女子大学短期大学部 ■ 相模女子大学短期大学部 昭和音楽大学短期大学部 横浜美術短期大学 ■ 
金沢学院短期大学 金城大学短期大学部 小松短期大学 星稜女子短期大学 
北陸学院大学短期大学部 仁愛女子短期大学 福井医療短期大学 山梨学院短期大学 
信州短期大学 清泉女学院短期大学 ■ 松本大学松商短期大学部 中部学院大学短期大学部 
静岡英和学院大学短期大学部 常葉学園短期大学 愛知医療学院短期大学 ■ 愛知学院大学短期大学部 
愛知学泉短期大学 愛知工科大学自動車短期大学 愛知江南短期大学 愛知大学短期大学部 
愛知みずほ大学短期大学部 一宮女子短期大学 岡崎女子短期大学 光陵女子短期大学 
中京女子大学短期大学部 豊橋創造大学短期大学部 名古屋学芸大学短期大学部 名古屋経済大学短期大学部 
名古屋女子大学短期大学部 名古屋短期大学 名古屋文理大学短期大学部 滋賀短期大学 
びわこ学院大学短期大学部 池坊短期大学 大谷大学短期大学部 華頂短期大学 
京都光華女子大学短期大学部 京都女子大学短期大学部 京都文教短期大学 聖母女学院短期大学 
龍谷大学短期大学部 大阪学院短期大学 大阪薫英女子短期大学 大阪芸術大学短期大学部 
大阪国際大学短期大学部 大阪産業大学短期大学部 大阪女学院短期大学 大阪成蹊短期大学 
関西外国語大学短期大学部 関西女子短期大学 近畿大学短期大学部 四天王寺大学短期大学部 
梅花女子大学短期大学部 プール学院大学短期大学部 大手前短期大学 神戸女子短期大学 
神戸常盤大学短期大学部 産業技術短期大学 園田学園女子大学短期大学部 姫路日ノ本短期大学 
兵庫大学短期大学部 武庫川女子大学短期大学部 白鳳女子短期大学 和歌山信愛女子短期大学 ■ 
岡山短期大学 川崎医療短期大学 作陽音楽短期大学 山陽学園短期大学 
就実短期大学 順正短期大学 中国短期大学 美作大学短期大学部 
山陽女子短期大学  鈴峯女子短期大学 比治山大学短期大学部 広島文化学園短期大学 
安田女子短期大学 山口芸術短期大学 四国大学短期大学部 徳島文理大学短期大学部 
高松短期大学 今治明徳短期大学 愛媛女子短期大学 聖カタリナ大学短期大学部 
松山東雲短期大学 九州女子短期大学 久留米信愛女学院短期大学 西南女学院大学短期大学部 
筑紫女学園大学短期大学部 東筑紫短期大学 福岡工業大学短期大学部 福岡女学院大学短期大学部 
福岡女子短期大学 佐賀女子短期大学 尚絅大学短期大学部 大分短期大学 ■ 
別府大学短期大学部 別府溝部学園短期大学 南九州短期大学 宮崎学園短期大学 
鹿児島国際大学短期大学部 鹿児島純心女子短期大学 ■ 鹿児島女子短期大学  

岩手県立大学宮古短期大学部 岩手県立大学盛岡短期大学部 秋田公立美術工芸短期大学 ■ 山形県立米沢女子短期大学 
会津大学短期大学部 川崎市立看護短期大学 長野県短期大学 岐阜市立女子短期大学 
静岡県立大学短期大学部 三重短期大学 京都市立看護短期大学 新見公立短期大学 
福山市立女子短期大学 島根県立大学短期大学部 大分県立芸術文化短期大学 鹿児島県立短期大学
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大学入試センター試験利用大学数の推移

年度 国立大学 公立大学 私立大学　（利用定員） 計

18 82 大学 72 大学 440 大学　1,179 学部（47,978 名） 594 大学

19 83 大学 74 大学 450 大学　1,243 学部（49,802 名） 607 大学

20 82 大学 73 大学 466 大学　1,316 学部（55,024 名） 621 大学

21 82 大学 74 大学 487 大学　1,380 学部（57,875 名） 643 大学

22 82 大学 74 大学 495 大学　1,422 学部（58,390 名） 651 大学

（注）１　平成 22 年度の利用大学数は、平成 21 年３月 31 日現在の予定数です。
　　　2　利用定員は平成 21 年度の利用定員に平成 22 年度の新規利用大学等分を増減したものであり、今後増減する可能性があります。

大学入試センター試験利用短期大学数の推移

年度 国立短期大学 公立短期大学　（利用定員） 私立短期大学　　（利用定員） 計

18 − 13 短期大学 32 学科（ 887 名） 120 短期大学 288 学科（ 2,391名） 133 短期大学

19 − 14 短期大学 35 学科（ 1,024 名） 134 短期大学 323 学科（ 2,569 名） 148 短期大学

20 − 17 短期大学 43 学科（ 1,224 名） 139 短期大学 321 学科（ 2,610 名） 156 短期大学

21 − 15 短期大学 39 学科（ 1,072 名） 139 短期大学 324 学科（ 2,659 名） 154 短期大学

22 − 16 短期大学 41 学科（ 1,082 名） 147 短期大学 337 学科（ 2,824 名） 163 短期大学

（注）１　平成 22 年度の利用大学数は、平成 21 年３月 31日現在の予定数です。
　　　2　利用定員は平成 21 年度の利用定員に平成 22 年度の新規利用大学等分を増減したものであり、今後増減する可能性があります。
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O U T L I N E
大学入試センター試験の概要

平成 21年度大学入試センター試験統計データ

●出願資格別志願者数 （  ）内は前年度

区分 志願者数 比率 対前年度増減分
高等学校等卒業見込者 431,263人（428,013人） 79.3％（ 78.8％） 3,250人 0.8％増
高等学校等卒業者 106,133人（108,666人） 19.5％（020.0％） 2,533人 2.3％減
高等専門学校第３学年修了者 258人（ 293人）

6,585人

1.2％

（6,706人）

（ 1.2％）
121人 1.8％減

外国の学校（12年の課程）修了者 99人（000,108人）
在外教育施設（高等課程）修了者 178人（ 188人）
専修学校高等課程修了者等 46人（000,053人）
文部科学大臣の指定した者 17人（ 17人）
高等学校卒業程度認定試験合格者等 5,925人（006,002人）
大学の個別入学資格審査により認定を受けた者 62人（ 45人）
合　計 543,981人（543,385人） 100.0 （0100.0） 596人 0.1％増

（注）小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計が 100.0 にならない場合がある。

●高等学校等卒業見込者・卒業者の学科別志願者数 （  ）内は前年度

区分 合計 男 女
普通科  496,283人 92.3％（ 497,202 人 92.6％） 286,216 人（289,021 人） 210,067 人（208,181 人）
農業科  524人 0.1％（ 578人 0.1％） 375人（000,414 人） 149人（000,164 人）
工業科  2,456人 0.5％（ 2,383人 0.4％） 2,167 人（ 2,137 人） 289人（ 246人）
商業科  2,808人 0.5％（ 2,547人 0.5％） 1,345 人（001,319 人） 1,463 人（001,228 人）
理数科  11,166人 2.1％（ 10,999人 2.0％） 7,965 人（ 7,733 人） 3,201 人（ 3,266 人）
総合学科  8,951人 1.7％（ 8,239人 1.5％） 4,718 人（004,199 人） 4,233 人（004,040 人）
その他の学科  15,208人 2.8％（ 14,731人 2.7％） 6,221 人（ 5,939 人） 8,987 人（ 8,792 人）
合計  537,396人 100.0％（ 536,679人 100.0％） 309,007 人（310,762 人） 228,389 人（225,917 人）

（注）小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計が 100.0 にならない場合がある。

●志願者数及び受験者数（教科数別） （  ）内は前年度

区分 ２教科以下 ３教科以上 合計
志願者数  13,342 人 （13,534人）  530,639人 （529,851人）  543,981人 （543,385人）
受験者数  11,105人 （11,071人）  496,516人 （493,316人）  507,621人 （504,387人）

（注）受験率：〔受験者数／志願者数 ×100〕＝ 93.3%（92.8%）

●志願者数及び現役志願率の推移 
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平成 21 年度大学入試センター試験（本試験）平均点等一覧
教　科　名 科　目　名 受験者数 平　均　点 最高点 最低点 標準偏差

国　　語（200 点） 国語 484,871  115.46 （57.73）  200 （100.0）  0 （  0.0）  34.60 （17.30）

地理歴史（100 点）

世界史Ａ 2,187 44.18 100  6  20.91
世界史Ｂ 94,106  62.70 100  0 20.17
日本史Ａ 4,365 46.51 100  8 17.57
日本史Ｂ 144,327  57.94 100  0  18.07
地理Ａ 5,501  54.70 100  4  14.33
地理Ｂ 109,616  64.45 100  0  16.32
※不明 7  0.00 0  0  0.00

公　　民（100 点）

現代社会 169,711  60.19 100  0 14.95
倫理 53,116  71.51 100  0  15.24

政治・経済 82,804  69.31 100  0  17.63
※不明 8  0.00 0  0  0.00

数　
学

数 学 ① （100 点）
数学Ⅰ 9,209  49.34 100  0  27.15

数学Ⅰ・数学Ａ 354,609  63.96 100  0  22.12
※不明 6  0.00 0  0  0.00

数 学 ② （100 点）

数学Ⅱ 7,503  28.39 83  0  16.10
数学Ⅱ・数学Ｂ 319,045  50.86 100  0  19.35
工業数理基礎 67  33.51 71  3  16.16
簿記・会計 1,348  50.07 100  0  19.79

情報関係基礎 660  60.98 100  13  17.81
※不明 8  0.00 0  0  0.00

理　
科

理 科 ① （100 点）
理科総合Ｂ 17,175  58.35 100  0  14.46

生物Ⅰ 176,043  55.85 100  0  18.74
※不明 3  0.00 0  0  0.00

理 科 ② （100 点）
理科総合Ａ 30,427  56.59 100  0  14.40

化学Ⅰ 200,411  69.54 100  0  22.16
※不明 4  0.00 0  0  0.00

理 科 ③ （100 点）
物理Ⅰ 143,646  63.55 100  0  21.39
地学Ⅰ 25,921  51.85 100  0  19.66
※不明 4  0.00 0  0  0.00

外
国
語

筆 　 記 （200 点）

英語 500,297  115.02（57.51）  200 （100.0）  0 （  0.0）  37.54 （18.77）
ドイツ語 106  153.54（76.77）  200 （100.0）  38 （19.0）  44.68 （22.34）
フランス 149  138.97（69.48）  200 （100.0）  9 （  4.0）  44.83 （22.41）
中国語 409  137.57（68.78）  192 （  96.0）  23 （11.0）  37.00 （18.50）
韓国語 136  167.76（83.88）  200 （100.0）  44 （22.0）  28.07 （14.03）
※不明 0  0.00（  0.00）      0 （    0.0）  0 （  0.0）  0.00 （  0.00）

リスニング（50 点） 英語 494,342  24.03（48.06）    50 （100.0）  0 （  0.0）  9.65 （19.30）

（注）１　平均点、最高点、最低点及び標準偏差欄の（ ）内は、100 点満点に換算した数値である。
　　  ２　「不明」とは、解答科目を特定できないもの（0 点として処理した）。
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C O U R S E
【 資 料 】

【資料】大学入試センターと入試改善

年　月 経　緯
昭和46年  2月 （1971年） 国立大学協会の第 2 常置委員会入試調査特別委員会が、全国立大学の共通第 1 次学力試験の構想などについての検討を開始した。
昭和46年12月 （1971年） 文部省の大学入試改善会議が、共通学力検査の実施に関する内容を含む「大学入学者選抜方法の改善について」を発表した。
昭和48年  4月 （1973年） 国立大学協会が、入試改善調査委員会を設置し、共通第 1 次学力試験についての具体的な調査研究を開始した。

昭和49年11月 （1974年） 国立大学協会の入試改善調査委員会が、これまでの調査研究の結果を確認するため、国立大学の協力のもとに、全国 7 地区に
おいて高校 3 年生約 3,000 人を対象とした実地研究を行った。

昭和50年11月 （1975年） 国立大学協会の入試改善調査委員会が、国立大学の協力のもとに、全国 7 地区 14 会場において高校 3 年生約 5,000 人を対
象とした第 2 回実地研究を行った。

昭和51年  6月 （1976年）

国立大学協会が総会において、『共通第 1 次学力試験の実施は、大学入試の改善に資する。しかし、この共通第 1 次学力試験
を実施することについては、種々重要な問題が残されているので、これらの問題について、今後、文部省とも協議し、慎重に検
討した上で方針を決定したい。』との方針を全会一致で決定した。
また、国立大学の入学者選抜期日については、共通第 1 次学力試験の実施と合わせて、1 期校、2 期校の区分を廃止し、一
元化して行うことが望ましいとした。

昭和51年10月 （1976年） 国立大学協会の入試改善調査委員会が、国立大学の協力のもとに、全国 7 地区 48 会場において高校 3 年生約 12,000 人を
対象とした第 3 回の実地研究を行った。

昭和51年11月 （1976年） 国立大学協会が総会において、『国立大学共通第 1 次学力試験は、昭和 54 年度大学入学者選抜から実施可能である。』との
結論に達した。

昭和51年12月 （1976年） 公立大学協会が臨時総会において、『公立大学においても共通第 1 次学力試験を利用する。』との意見をまとめた。

●共通第一次学力試験実施までの経緯

年　月 試験の実施 改善の経緯

昭和52年  6月 （1977年） 文部省が、共通第1次学力試験を取り入れた入学者選抜の実施に伴う
「昭和54年度以降における大学入学者選抜実施要項」を発表した。

昭和52年  7月 （1977年） 大学入試センターが、「昭和54年度大学入学者選抜に係る共通第1 
次学力試験実施大綱（試験の実施時期は12月とする。）」を発表した。

昭和52年12月 （1977年） 大学入試センターと国公立大学120校が協力して、試行テストを実
施した（出願者数63,609人）。

昭和53年  1月 （1978年） 国立大学協会が、共通第1次学力試験の実施期日を1月中
旬に繰り下げることを決定した。（出願受付10月初旬）

昭和53年10月 （1978年） 昭和54年度共通第1次学力試験の出願受付（10月２日～16日）を
行った（志願者数341,875人）。

昭和54年  1月 （1979年） 昭和54年度共通第1次学力試験（第1回）が実施された（1月13、
14日）。〔追試験は、全国16会場で実施〕

昭和55年  1月 （1980年） 昭和55年度共通第1次学力試験（第2回）が実施された（1月12、
13日）。〔追試験は、全国7会場で実施〕

国立大学協会及び大学入試センターが、高等学校の学習
指導要領の改訂に伴う昭和60年度以降の共通第1次学力
試験の在り方について調査検討を開始した。

昭和55年  6月 （1980年） 国立大学入学者選抜研究連絡協議会が発足した。

昭和56年  1月 （1981年） 昭和56年度共通第1次学力試験（第3回）が実施された（1月10、
11日）。〔追試験は、全国4会場で実施〕

昭和56年  5月 （1981年） 大学入試センターが昭和60年度以降の共通第1次学力試験の出
題教科・科目等についての検討結果を国立大学協会へ報告した。

昭和57年  1月 （1982年）
昭和57年度共通第1次学力試験（第4回）が実施された（1月16、
17日）。〔追試験は、全国2会場で実施〕
私立大学として初めて産業医科大学が参加した。

昭和57年11月 （1982年） 国立大学協会が「昭和60年度以降の共通第1次学力試験
の出題教科・科目等について」を発表した。

昭和58年  1月 （1983年） 昭和58年度共通第1次学力試験（第5回）が実施された（1月15、16日）。
昭和58年  6月 （1983年） 国立大学協会が、入試改善特別委員会を設置した。
昭和59年  1月 （1984年） 昭和59年度共通第1次学力試験（第6回）が実施された（1月14、15日）。

昭和60年  1月 （1985年） 昭和60年度共通第1次学力試験（第7回）が実施された（1月26、
27日）。〔改訂高等学校学習指導要領により出題〕

●共通第一次学力試験・大学入試センター試験の実施と入試改善の経緯
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年　月 試験の実施 改善の経緯

昭和60年  6月 （1985年）

国立大学協会が、昭和62年度の共通第1次学力試験の改
革案を決定した（科目削減）。
文部省が、「昭和62年度の共通第1次学力試験の出題教科
に係る解答方法等について」を発表した。
臨時教育審議会が、第1次答申において共通テスト構想を
提言した。

昭和60年  7月 （1985年） 文部省が、大学入試改革協議会を設置した。

昭和60年10月 （1985年） 教育改革推進閣僚会議において、新テストは、昭和64年度
入学者選抜からの実施を目指すことが了承された。

昭和60年11月 （1985年） 国立大学協会が、国立大学の受験機会の複数化を、昭和
62年度入試から実施する方向で検討することを決定した。

昭和61年  1月 （1986年） 昭和61年度共通第1次学力試験（第8回）が実施された（1月25、26日）。

昭和61年  4月 （1986年） 大学入試改革協議会が、中間的検討結果として「中間まと
め」を発表した。

昭和61年  5月 （1986年） 国立大学協会が、国立大学の受験機会の複数化を、昭和
62年度入試から実施することを決定した。

昭和61年  7月 （1986年） 大学入試改革協議会が、「大学入試改革協議会まとめ」を
発表した。

昭和61年  9月 （1986年） 大学入試センターに、「新テスト」（仮称）に関する調査検討
委員会が設置され、「新テスト」について検討した。

昭和61年11月 （1986年） 大学入試改革協議会が、新テストの実施時期を1年延期す
ることを決定した。

昭和61年12月 （1986年） 教育改革推進閣僚会議において、新テストの実施時期を
1年延期することが了承された。

昭和62年  1月 （1987年）

昭和62年度共通第1次学力試験（第9回）が実施された（1月24、25日）。
共通第1次学力試験の受験科目が5教科7科目から5教科5科目（4
教科4科目以下を課すことも可能）に削減された。
第2次学力試験において受験機会の複数化（Ａ・Ｂ日程連続方式）
が図られた。
共通第1次学力試験実施前に各大学へ出願（1月12日から19日）する
こととなり、自己採点方式が廃止された。

昭和62年  3月 （1987年） 「新テスト」（仮称）に関する調査検討委員会が、当面の具体
的実施案をまとめた。

昭和62年  4月 （1987年） 大学入試センターに、試行テスト専門委員会が設置され、
昭和62年度試行テストの在り方について検討した。

昭和63年  1月 （1988年）
昭和63年度共通第1次学力試験（第10回）が実施された（1月23、24日）。
各大学への出願期間を、共通第1次学力試験実施後（2月1日から2
月10日）にすることとされた。

昭和63年  2月 （1988年） 大学入試改革協議会が、「大学入試改革について」最終報
告を発表した。

昭和63年  3月 （1988年）

国立大学協会が、昭和64年度の第2次学力試験において、Ａ・
Ｂ日程連続方式に加え、分離・分割方式の導入を決定した。
大学入試改革協議会「準備協議会」が設置され、第1回会
合において、昭和65年度から実施される「新テスト」の試験
問題及び試行テスト試験問題の作成は、国立大学の教員
が当たること並びに昭和63年度試行テストは昭和63年12
月下旬に実施されることが了承された。

昭和63年  4月 （1988年）
昭和62年度に引き続き、大学入試センターにおいて試行テ
スト専門委員会が開催され、昭和63年度試行テストの在
り方について検討した。

昭和63年  5月 （1988年）
国立学校設置法の一部改正により、大学入試センターは、試験の
一括処理業務を担当する機関として位置づけられるとともに、新たに

「大学情報提供業務」が所掌事務とされた。

昭和63年  6月 （1988年）
国立大学協会総会において、新テストについて各大学の第2
次試験との適切な組み合わせによって、各国立大学の入学
者選抜が行われることが望ましい旨の見解がまとめられた。

昭和63年  7月 （1988年） 公立大学協会正副会長会議において、公立大学は新テスト
に一括参加することを決定した。
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C O U R S E
【 資 料 】

年　月 試験の実施 改善の経緯

昭和63年  8月 （1988年）

大学入試改革協議会「準備協議会」第2回会合において、
新テストの実施に関する協議組織として大学入試センター
試験協議会の設置が合意了承された。
新テストの名称が「大学入試センター試験」と定められた。

昭和63年10月 （1988年）
平成2年度大学入試センター試験実施大綱が決定・発表された。

「平成2年度大学入試センター試験出題教科・科目の出題方法等につ
いて」を各国公私立大学及び各高等学校等に対し通知した。

大学入試センター試験協議会が発足し、その第1回会議にお
いて、平成2年度の大学入試センター試験の実施期日を平成
2年1月13日（土）、14日（日）とすることが了承された。

昭和63年12月 （1988年） 大学入試センター試験試行テストが実施された（12月25、26日）。

平成元年  1月 （1989年） 平成元年度共通第1次学力試験（第11回）が実施された（1月21、22日）。
なお、「理科」の科目間に著しい得点差が生じ、得点調整が行われた。

平成元年  2月 （1989年） 第2次学力試験においてＡ・Ｂ日程連続方式に加え9大学44学部で
分離・分割方式が導入された。

平成元年  3月 （1989年） 平成2年度大学入試センター試験の実施要項の骨子を発表した。

平成元年  4月 （1989年） 大学入試センター試験における「得点調整」に関する調査
研究が開始された。

平成元年  7月 （1989年） 平成2年度大学入試センター試験の実施要項を発表した。

平成元年11月 （1989年）

大学入試センターが調査研究を進めてきた「大学入試セン
ター試験において選択科目間に著しい得点差を生じた場
合の対応策」について大学入試センター試験協議会が、最
終的にその内容を合意了承し、発表した。 

平成 2 年  1月 （1990年） 平成2年度大学入試センター試験（第1回）が実施された（1月13、14日）。
平成 3 年  1月 （1991年） 平成3年度大学入試センター試験（第2回）が実施された（1月12、13日）。
平成 4 年  1月 （1992年） 平成4年度大学入試センター試験（第3回）が実施された（1月11、12日）。
平成 5 年  1月 （1993年） 平成5年度大学入試センター試験（第4回）が実施された（1月16、17日）。
平成 6 年  1月 （1994年） 平成6年度大学入試センター試験（第5回）が実施された（1月15、16日）。

平成 6 年  6月 （1994年） 「平成9年度からの大学入試センター試験の出題教科・科目等につい
て」を公表した。（中間まとめは、平成５年６月に公表）

平成 7 年  1月 （1995年） 平成7年度大学入試センター試験（第6回）が実施された（1月14、15日）。

平成 7 年12月 （1995年）

平成9年度からの大学入試センター試験の諸課題につい
て、①追試験は当面存続すること、②得点調整は行わない
こと、③いわゆる枝問の配点は公表することを決定し、発表
した。（中間発表は、平成７年５月に公表）

平成 8 年  1月 （1996年） 平成8年度大学入試センター試験（第7回）が実施された（1月13、14日）。

平成 9 年  1月 （1997年）

平成9年度大学入試センター試験（第8回）が実施され、枝問の配点
まで公表した（1月18、19日）。

〔改訂高等学校学習指導要領により出題〕
なお、「数学」において旧課程対応科目と新課程対応科目間におい
て著しい平均点差が生じた。

平成 9 年  2月 （1997年） 各大学が実施する個別学力検査等において、国立大学は分離・分
割方式に統一した試験が実施された。

平成 9 年  4月 （1997年）

平成9年度大学入試センター試験において発生した諸問
題について大学入試センターとしての改善方策（①高等学
校関係者による難易度等のチェック体制の整備、②得点調
整を行う方向での検討、③試験結果の中間発表、④新課程
対応及び旧課程対応の2つの科目の出題、⑤出題者に高等
学校関係者を加えることの検討）を発表した。

平成 9 年  5月 （1997年） 大学入試センターに「得点調整検討委員会」を設置し、得
点調整の在り方について検討を開始した。

平成 9 年11月 （1997年） 大学入試センター試験の得点調整の実施方法について発
表した。

平成10年  1月 （1998年）

平成10年度大学入試センター試験（第9回）が実施された（1月17、18 日）。
大学入試センター試験発足後、初めて平均点等の中間発表を行った。

「地理歴史」の地理Ｂと日本史Ｂの科目間に著しい平均点差が生じ、大
学入試センター試験発足後、初めて得点調整を行った。

平成11年  1月 （1999年） 平成11年度大学入試センター試験（第10回）が実施された（1月16、17日）。

平成11年  2月 （1999年） 各大学が実施する個別学力検査等において、公立大学は分離・分
割方式及び中期日程により試験が実施された。

平成11年  6月 （1999年） 国立大学協会が「国立大学の入試情報開示に関する基本
的な考え方」を発表した。
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年　月 試験の実施 改善の経緯

平成11年12月 （1999年） 中央教育審議会が「初等中等教育と高等教育との接続の
改善について（答申）」を発表した。

平成12年  1月 （2000年） 平成12年度大学入試センター試験（第11回）が実施された（1月15、16 日）。

平成12年11月 （2000年）
国立大学協会が「国立大学の入試改革―大学入試の大衆
化を超えて―」を発表した。
大学審議会が「大学入試の改善について（答申）」を発表した。

平成13年  1月 （2001年） 平成13年度大学入試センター試験（第12回）が実施された（1月20、21 日）。

平成13年  3月 （2001年）

平成14年度大学入試センター試験から、外国語の出題科目に「韓国語」を導
入すること、また、大学の判断により前年度成績を当該年度に利用できること
とした。（「平成14年度大学入試センター試験の実施大綱」の一部改正）
上記改正に伴い、「平成14年度大学入試センター試験出題教科・科目等の
出題方法等の一部改正について」を通知した。

平成13年  7月 （2001年）
文部科学省は、平成16年度大学入試センター試験から、
試験日程を変更し、教科「理科」のコマ数を現行の2コマか
ら3コマに変更する方針を発表した。

平成13年  8月 （2001年） 平成16年度大学入試センター試験から試験日程を変更することとした。
平成14年  1月 （2002年） 平成14年度大学入試センター試験（第13回)が実施された（1月19日、20日)。

平成14年  3月 （2002年） 「平成18年度からの大学入試センター試験の出題教科・科目等に
ついて ─中間まとめ─」を公表した。

平成14年  5月 （2002年）
平成16年度大学入試センター試験から、短期大学も大学入試セン
ター試験を利用できるようにしたこと及び出題教科「理科」につい
て、従来の2コマから3コマに試験時間を増やすこととなった。

平成14年  7月 （2002年）

文部科学省は、「『英語が使える日本人』の育成のための戦
略構想」を発表し、その主要な政策の一つとして、「大学入
試センター試験でのリスニングテストの導入（平成18年度
実施を目標）」を公表した。

平成15年  1月 （2003年） 平成15年度大学入試センター試験（第14回）が実施された（1月18日、19日）。

平成15年  6月 （2003年） 「平成18年度からの大学入試センター試験の出題教科・科目等に
ついて─最終まとめ─」を公表した。

平成15年11月 （2003年） 文部科学省は、平成18年度大学入試センター試験における
教科「外国語」のリスニングテストの実施方法を発表した。

平成16年  1月 （2004年） 平成16年度大学入試センター試験（第15回）が実施された（1月17日、18日）。
平成16年  9月 （2004年） リスニング試行テストが実施された（9月26日、沖縄地区は10月10日）。
平成17年  1月 （2005年） 平成17年度大学入試センター試験（第16回）が実施された（1月15日、16日）。 中央教育審議会が「我が国の高等教育の将来像（答申）」を発表した。

平成18年  1月 （2006年）
平成18年度大学入試センター試験（第17回）が実施された（１月
21日、22日）。〔改訂高等学校学習指導要領により出題〕
また、初めての「英語リスニングテスト」が実施された。

平成18年  4月 （2006年） 全国大学入学者選抜研究連絡協議会を、大学入試セン
ターの事業として開始した。

平成19年  1月 （2007年） 平成19年度大学入試センター試験（第18回）が実施された（１月20日、21日）。
平成20年  1月 （2008年） 平成20年度大学入試センター試験（第19回）が実施された（１月19日、20日）。

平成20年  3月 （2008年） 中央教育審議会が「学士課程教育の構築に向けて」（審
議のまとめ）を3月に発表した。

平成20年  4月 （2008年） 中央教育審議会が「教育振興基本計画について」～「教
育立国」の実現に向けて～（答申）を4月に発表した。

平成20年  5月 （2008年） 平成22年度大学入試センター試験から、過去３年前の成績を当該年度の選抜
に利用することを認めることとした。

平成20年  8月 （2008年）

文部科学省は、平成24年度大学入試センター試験から、
出題教科・科目の選択範囲及び試験時間を変更する方針
を発表した（「地理歴史・公民」「理科」における科目選
択の弾力化、「倫理、政治・経済」の新設）。
大学入試センターは、大学入試センター試験の改善につ
いて、①平成22年度大学入試センター試験から、過去の
センター試験や大学の個別学力検査で使用した素材文
及び教科書に掲載された文章を利用することもあり得る
こと、②平成24年度大学入試センター試験から、受験教
科の事前登録制を採用すること、を決定し、発表した。

平成21年  1月 （2009年） 平成21年度大学入試センター試験（第20回）が実施された（１月17日、18日）。
平成21年  3月 （2009年） 文部科学省は、高等学校学習指導要領の改正告示をした。
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RESEARCH DIVISION
研 究 開 発 部

研究開発部

大学入試センター研究開発部は、入試の改善を図るため、試験の制度や、問題作成・実施に係る研究、試
験問題の分析・評価及び試験問題・評価結果のデータベース化、さらに、総合的な試験、各種の適性試験、
高大接続等に係る研究、社会の要望調査等、幅広い研究を行っています。その成果は、「大学入試フォーラム」
や「研究紀要」等に発表されており、大学入試センター試験・法科大学院適性試験の改善や、各大学の入
学者選抜方法の改善、さらに高等学校での進学指導等に活用されています。

●研究部門・研究分野・研究課題
研究部門 研究分野 平成 21 年度の主な研究課題

試験基盤設計研究部門
　教　授　宮埜 壽夫
　教　授　山村 　滋
　准教授　鈴木 規夫
　准教授　伊藤 　圭
　助　教　濱中 淳子

・情報収集のための調査研究
・試験政策・制度の研究
・試験方法改善のための研究
・作題関連の研究

・大学全入時代に即した新しい試験の在り方に関する調査研究
・ 教科・科目の枠を超えた基礎的な総合問題についての調査研究
・ 過去の問題の分析結果を作題の改善に活かす方策についての検

討と、その結果に基づく研究

試験評価解析研究部門
　教　授　石塚 智一
　教　授　大津 起夫
　准教授　内田 照久
　准教授　石岡 恒憲
　准教授　椎名久美子
　准教授　荘島宏二郎
　助　教　橋本 貴充
　助　教　大久保智哉

・試験技術の適用に関する研究
・リスニング試験に関する研究
・ 試験問題の特性 ･ 採点方法に
  関する研究
・ 試験統計情報の蓄積 ･ 整備に
  関する研究
・試験の妥当性に関する研究

・全ての受験者にとって公平な試験の設計に関する研究
・ リスニングテストの実施結果等の検証と改善のための研究
・問題の難易度を踏まえた成績の標準化と得点調整の研究
・ 試験問題統計情報データベースの構築検索・情報呈示方法
  の研究

試験問題研究部門
　客員教授

・ 大学入試センター試験の出題に
  関する研究

・大学入試センター試験に良問を出題するための調査研究

（平成 21 年 4 月現在）

●プロジェクト研究・大学連携研究
研究開発部の教員が、国公私立大学の教員、高等学校の進路指導担当教員及び大学入試に関わる学識経験者と共同して研究
体制を組み、入試改善のための重要課題について調査研究を行うものです。過去の大学入試センター試験（共通第１次学力試
験を含む）・法科大学院適性試験のデータや、各大学の個別試験・学内成績のデータ、さらに高等学校が行っている進路指導
に関する実態調査の結果などに基づく実証的研究を行います。

平成 21年度における研究課題
1　大学全入時代に即した新しい試験の在り方に関する調査研究
2　センター試験の資格試験的取扱と複数年度利用および試験の公平性に関する研究
3　試験問題関連情報の電子的組織化と高機能検索法の研究
4　大規模試験の定着過程と妥当性に関する研究

●研究紀要
大学入試センター研究開発部において、大学入試の改善等に関する調査研究を行った研究成果報告書。

研究紀要
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NATIONAL RESEARCH COUNCIL FOR UNIVERSITY ADMISSIONS
全 国 大 学 入 学 者 選 抜 研 究 連 絡 協 議 会

全国大学入学者選抜研究連絡協議会

１ 趣旨・目的
大学入試センターは、大学の入学者の選抜方法の改善に関する調査及び研究に関し、研究交流の一層の推進に資するため、
全国大学入学者選抜研究連絡協議会（入研協）を主催しています。

２ 事業内容
①大学間における研究協議のための入研協大会の開催　年１回
②大会を通じた入学者選抜に係る共同研究
③上記活動に係る報告書等の編集
 ・大学入試研究ジャーナル 年１回発行
 ・大学入試研究の動向 年１回発行

３ 参加対象
国公私立大学の入試研究者等

４ 運営組織
大学入試センターに、協議会の企画実施に係る具体的事項を検討するため、国公私立大学の教員及び学識経験者を委員
とする企画委員会等を設置
①企画委員会
　入研協活動の企画実施に係る具体的事項の検討
②幹事会
　企画委員会の議題を整理し、その円滑な運営を図る
③専門委員会（編集専門委員会）
　「大学入試研究の動向」の編集
　「大学入試研究ジャーナル」に寄せられた論文の審査・編集

大学入試センター

大学

全国大学入学者選抜研究連絡協議会
企画委員会 幹事会

専門委員会

・協議会の開催
　「全国大学入学者選抜研究連絡協議会大会」

・報告書等の刊行

国立大学

公立大学

私立大学

事
業
概
要共催

参加

主催

大学入試研究ジャーナル大学入試研究の動向
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ADMISSION TEST FOR LAW SCHOOLS 
法 科 大 学 院 適 性 試 験

法科大学院適性試験

平成 13 年 6 月の「司法制度改革審議会意見書」において、司法制度改革の一環として、司法試験という
「点」のみによる選抜ではなく、法学教育、司法試験、司法修習を有機的に連携させた「プロセス」とし
ての法曹養成制度を新たに整備し、その中核をなすものとして法科大学院の創設が提言されました。この
法科大学院の入学者選抜では、すべての出願者に対して、法律学の知識ではなく、法科大学院における履
修の前提として要求される判断力、思考力、分析力、表現力等の資質を測る適性試験が課せられることと
されています。大学入試センターでは、平成 14 年８月に新たに研究会を発足させ準備を進めるとともに、
翌年２月には法科大学院協会設立準備会（現　法科大学院協会）から統一適性試験の実施主体としての推
薦を受けました。平成 15 年４月には、文部科学大臣からの中期目標の変更指示を受けて中期計画を変更
し、適性試験のより具体的な実施方法・問題作成等に関する調査研究を行うこととしました。その後、平
成 15 年から平成 20 年までに 6 回の適性試験を実施したところです。平成 18 年度からの中期目標では、
適性試験の有効性を高めていくために必要な調査研究を実施することが掲げられています。

●これまでの経緯
平成 12 年 5 月（2000 年） 法科大学院（仮称）構想に関する検討会議発足（文部省（現：文部科学省））
平成 13 年 6 月（2001 年） 「司法制度改革審議会意見書― 21 世紀の日本を支える司法制度―」
平成 14 年 4 月（2002 年） 法科大学院協会設立準備会発足
平成 14 年 8 月（2002 年） 「法科大学院の設置基準等について」―中央教育審議会答申―
   法科大学院適性試験に関する調査研究を行うため、「適性試験実施方法研究会」「適性試験

問題作成研究会」「適性試験企画・評価研究会」の三つの研究会を大学入試センターに設置
平成 14 年 12 月（2002 年） 法科大学院入学適性試験試行テスト実施（全国 20 大学）
平成 15 年 2 月（2003 年） 法科大学院協会設立準備会が、統一適性試験の実施主体として大学入試センターを推薦
平成 15 年 4 月（2003 年） 文部科学大臣からの中期目標の変更指示を受けて中期計画を変更
平成 15 年 8 月（2003 年） 平成 15 年度法科大学院適性試験本試験を実施（追試験は 11 月に実施）
平成 15 年 12 月（2003 年） 法科大学院協会設立
平成 16 年 4 月（2004 年） 68 法科大学院学生受入
平成 16 年 6 月（2004 年） 平成 16 年度法科大学院適性試験本試験を実施（追試験は７月に実施）
平成 17 年 4 月（2005 年） 6 法科大学院学生受入 ( 計 74 法科大学院 )
平成 17 年 6 月（2005 年） 平成 17 年度法科大学院適性試験本試験を実施（追試験は７月に実施）
平成 18 年 6 月（2006 年） 平成 18 年度法科大学院適性試験本試験を実施（追試験は７月に実施）
平成 19 年 6 月（2007 年） 平成 19 年度法科大学院適性試験本試験を実施（追試験は７月に実施）
平成 20 年 6 月（2008 年） 平成 20 年度法科大学院適性試験本試験を実施（追試験は７月に実施）

●平成 21 年度法科大学院適性試験実施日程
平成 21年 1 月  9 日（金） 平成 21 年度法科大学院適性試験実施要項を公表
平成 21年 4 月 23 日（木）～5月8日（金） 平成 21 年度法科大学院適性試験の出願受付
平成 21年 6 月 21 日（日） 平成 21 年度法科大学院適性試験本試験を実施（追試験は 7 月 5 日（日）に実施）

●実施体制
適性試験実施方法研究会

・法科大学院適性試験の実施方法に関する基本方針の策定 適性試験問題作成研究会
・法科大学院適性試験の試験問題作成に係る基本方針の策定

・法科大学院適性試験の試験問題作成
適性試験企画・評価研究会

・法科大学院適性試験の在り方等の調査研究
・法科大学院適性試験の試験問題の点検・評価
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試験実施

事  項 内             容

（1）試験日時 本試験：６月 22 日（日）　13 時 30 分～15 時、15 時 50 分～17 時 20 分
追試験：７月  6 日（日）　13 時 30 分～15 時、15 時 50 分～17 時 20 分

（2）試験会場 本試験：全国 20 試験地（39 国公私立大学）
追試験：東　　　　　京（青山学院大学）

(3）出願者数等
本試験：出願者数　13,138 人
　　　　受験者数　11,842 人（第１部 11,842 人、第２部 11,825 人）
　　　　受 験 率   90.14 ％

（4）出願資格 大学を卒業した者及び平成 21年３月までに卒業見込みの者等

試験問題

事  項 内          容

（1）解答時間 ① 180 分（各 90 分）　②休憩時間：50 分

（2）問題構成
第１部「推論・分析力問題」（大問  9 問）
第２部「読解・表現力問題」（大問 10 問）
　　　　　計　　　　　 　（大問 19 問）

（3）配点・解答方法 第１部　各２～３点の計 50 点、第２部　各１～３点の計 50 点、合計100 点
多肢選択によるマーク方式による解答方法

試験結果

出身学部等類型 受験者数 区　分 第１部 第２部 総　合

法学部
 8,327人
 （70.42％） 

平均点 24.46 33.47 57.93
標準偏差 8.32 7.70 13.83
最高点 50 50 98
最低点 0 3 10

法学部以外の
文系学部

 2,635 人
 （22.28％）

平均点 22.68 31.71 54.39
標準偏差 7.97 7.92 13.67
最高点 48 50 92
最低点 0 4 13

理系学部
 863 人
 （7.30％） 

平均点 25.44 31.65 57.09
標準偏差 8.57 7.54 13.93
最高点 50 49 96
最低点 0 0 0

合計
 11,825 人

（100.0％）

平均点 24.14 32.94 57.08
標準偏差 8.30 7.78 13.88
最高点 50 50 98
最低点 0 0 0

（注）１　受験者数は、第２部を受験しなかった者（17人）を除いた数であり、平均点等の統計数値は、この受験者数をベースに作成した。
　　  ２　（　）は、出身学部等類型別の構成比である。

●平成 20 年度の法科大学適性試験の実施概要
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U N I V E R S I T Y  I N F O R M AT I O N  S E R V I C E
大 学 情 報 の 提 供

大学情報の提供 ─進路選択に役立てる─／広報・普及

●大学情報の提供 ─進路選択に役立てる─

１　ハートシステムによる大学進学案内
大学入試センターでは、ハートシステムにより、大学に進学を志望する者の進路選択に関する有用な大学
進学情報を提供しています。ハートシステムには全国すべての大学の協力を得て、個々の大学の教育研究
に関する情報はもとより、所在地や専門分野、取得できる免許・資格などの希望条件から、全国の大学を
対象に、志望する学部や学科等が検索できるシステムです。
利用者が探したい情報を簡単に探せるよう、表示方法や検索方法を工夫し、様々な情報の中から検索条件を
組み合わせての検索機能、自由なキーワードを検索条件とするフリーキーワード機能などを備えています。
また、公開講座やオープンキャンパス情報など随時提供しています。

・検索条件を細分化せず、利用者が必要に応じて、検索条件を組み合わせて指定
・利用者が思いつく自由なキーワードを検索条件とするフリーキーワード検索
・検索結果に対して、更に絞り込みを行う機能
・【大学からの重要なお知らせ】などをトップページに集約
・どの大学の、どんな情報が更新されたかをトップページに一覧表示
・探したい情報へ簡単にたどり着くことができるよう、検索方法や表示方法の工夫

ハートシステムの特色

検索の概要

●学部・学科の特色
・教育課程及び履修コースの特色
・アドミッション・ポリシーの特色
・奨学金情報
・取得できる免許・資格
・学部・学科の入学定員／教員数
・初年度納付金　など

●教員の研究
・専門分野／研究テーマ　など

●入学者選抜方法
・一般選抜／特別選抜

●大学トピックス情報
・オープンキャンパス情報
・新設学部・学科情報　など

●教育課程や履修コースの特色
●学部所在地情報
●学科系統分類
●取得できる免許・資格
●卒業後の進路
●先生の専門分野や研究テーマ
●入学者選抜方法
●初年度納付金

さらに詳しい情報は
大学個別
サイトへの
リンク
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検索の流れ
ハートシステムトップページ
http://www.heart.dnc.ac.jp/

1

検索条件指定画面2

検索結果一覧画面3

大学情報詳細表示画面4

●大学入試センター HP から

●検索サイトから
ハートシステム

検索した結果を更に
絞り込んで検索する
こともできます。

■こんな条件から検索できます。
こんな勉強をしてみたい ▼  教育課程や履修コースの特色
○○県の大学で勉強したい ▼  学部所在地情報
△△分野の勉強をしたい ▼  学科系統分野
どんな資格が取得できるの？ ▼  取得できる免許・資格
どんな就職先があるの？ ▼  卒業後の進路
□□を研究している先生は？ ▼  先生の専門分野や研究テーマ
試験内容から検索したい ▼  入学者選抜方法
授業料はいくらだろう？ ▼  初年度納付金

他にも検索項目があります！

■提供する大学進学情報
●学部・学科の特色
・教育課程及び履修コースの特色
・アドミッション・ポリシーの特色
・奨学金情報
・取得できる免許・資格
・学部・学科の入学定員／教員数
・初年度納付金　など

●教員の研究
・専門分野／研究テーマなど
●入学者選抜方法
・一般選抜／特別選抜
●大学トピックス情報
・オープンキャンパス
・新設学部・学科情報　など
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U N I V E R S I T Y  I N F O R M AT I O N  S E R V I C E
大 学 情 報 の 提 供

２　大学ガイダンスセミナーの開催
大学情報提供事業の一環として「大学ガイダンスセミナー」を開催しています。高等学校と大学の相互理
解を図るため、従来から行ってきた高等学校関係者と大学関係者による意見交換の場に加え、平成 18 年
度から大学入学志望者が参加できるプログラムを導入しています。
大学入学志望者が進学に関する情報を収集したり、考えを深めたりするのに役立つ大学の教育研究内容等
に関する講演や、模擬授業及び進路選択に必要な情報提供を行います。平成 21 年度は下表のとおり、全
国４か所で開催します。日程等の詳細はホームページを参照してください。

開催地 栃木県 山梨県 岐阜県 熊本県

対　象 高校生等 教員等 高校生等 教員等 高校生等 教員等 高校生等 教員等

開催月 10 月 10 月 9 月 8 月 ７月 10 月 10 月 10 月

平成 21年度大学ガイダンスセミナー開催日程（予定）

ハートシステムの体験及びリスニング IC プレーヤーの体験

意見交換会

大学別展示エリアの様子

模擬授業
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３　国公私立大学ガイドブックの作成
大学入試センター試験利用大学国公私立大学ガイドブック

〔入学者選抜方法一覧〕を発行しています。
このガイドブックは、大学入試センター試験を利用する各
大学が発表した募集単位ごとの正確な入試情報や、推薦入
学等特別選抜の情報を『国公私立大学編』及び『短期大学・
特別選抜編』の２巻にまとめたものです。発行時期は例年
９月です。
受験しようとする大学の選択や将来の希望に向けた進学の
すすめ方の検討など、高校１～３年生の進路指導や進路に
ついて考察する学習などに使用することができます。

●広報・普及

「大学入試センター試験」をはじめ、大学入試センターの業
務について広く一般への周知を図るため、報道関係機関等
に資料等を発表するほか、大学入試センターホームページ
での情報提供や次のような出版物を刊行しています。

多様な大学入試をめざして
大学入試センター試験について正しく理解してもらうために、その
概要を写真やイラストにより、大学入学志望者や高等学校関係者等
に分かりやすく説明しています。

大学入試フォーラム
大学入試の現状と改善方法、大学入試センター試験及び法科大学
院適性試験の実施状況、調査研究活動などを中心に報告、解説等
を紹介しています。

上記出版物に関する問い合わせ先
大学入試センター総務企画部情報課　☎ 03-5478-1232

国公私立大学ガイドブック

多様な大学入試をめざして

大学入試フォーラム
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O R G A N I Z A T I O N
組 織 ・ 運 営 等

大学入試センター

機構図 総務企画部
　　総務課
　　財務課
　　情報課
　　適性試験課
　　業務・システム最適化推進室

事業部
　　事業第一課
　　事業第二課
　　事業第三課
　　

研究開発部
　　試験基盤設計研究部門
　　試験評価解析研究部門
　　試験問題研究部門
　　

試験企画委員会

教科科目第一委員会

教科科目第二委員会

教科科目第三委員会

点検協力者

試験問題評価委員会

国語出典データ作成委員会

実施方法委員会 受験特別措置検討委員会

得点調整判定委員会 得点調整判定専門委員会

適性試験実施方法研究会

適性試験問題作成研究会

適性試験企画・評価研究会

全国大学入学者選抜研究連絡協議会企画委員会

役員等氏名
理事長（所長） 吉本　高志
理事（副所長） 本木　章喜
試験・研究統括官（副所長） 田栗　正章
監事（常勤） 水間　英光
監事（非常勤） 北村　信彦
試験・研究副統括官 宮埜　壽夫
（研究開発部長）
試験・研究副統括官 荒井　克弘
（適性試験企画調整官）

試験問題調査研究員

リスニングテスト機器担当調整官
試験・研究副統括官
（研究開発部長）

試験・研究統括官
（副所長）

運営審議会

理事長（所長）

理事（副所長）

監事

試験・研究副統括官
（適性試験企画調整官）

試験問題調整官

役職員数

理事長
（所長）

理事
（副所長）

試験・研究統括官
（副所長） 監事 試験・研究

副統括官
総務企画部・事業部 研究開発部

合計
事務職員・技術職員 教授 准教授 助教

1 1 1 1（1） 2 81 3 6 3 99（1）
（平成 21 年 4 月 1 日現在）

施設

施設名 土地 建物（延面積）

大学入試センター本館等 16,275㎡ 13,259㎡

（注）（　）は非常勤役員数を外数で示す。
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大学入試センター

機構図 総務企画部
　　総務課
　　財務課
　　情報課
　　適性試験課
　　業務・システム最適化推進室

事業部
　　事業第一課
　　事業第二課
　　事業第三課
　　

研究開発部
　　試験基盤設計研究部門
　　試験評価解析研究部門
　　試験問題研究部門
　　

試験企画委員会

教科科目第一委員会

教科科目第二委員会

教科科目第三委員会

点検協力者

試験問題評価委員会

国語出典データ作成委員会

実施方法委員会 受験特別措置検討委員会

得点調整判定委員会 得点調整判定専門委員会

適性試験実施方法研究会

適性試験問題作成研究会

適性試験企画・評価研究会

全国大学入学者選抜研究連絡協議会企画委員会

役員等氏名
理事長（所長） 吉本　高志
理事（副所長） 本木　章喜
試験・研究統括官（副所長） 田栗　正章
監事（常勤） 水間　英光
監事（非常勤） 北村　信彦
試験・研究副統括官 宮埜　壽夫
（研究開発部長）
試験・研究副統括官 荒井　克弘
（適性試験企画調整官）

試験問題調査研究員

リスニングテスト機器担当調整官
試験・研究副統括官
（研究開発部長）

試験・研究統括官
（副所長）

運営審議会

理事長（所長）

理事（副所長）

監事

試験・研究副統括官
（適性試験企画調整官）

試験問題調整官

予算（平成 21年度）

収入 支出

運営費交付金
検定料
成績提供手数料
成績開示手数料
適性試験受験料
その他

254
9,552

746
304
132
31

業務経費
　　人件費
　　試験実施経費
　　大学進学情報経費
　　入学者選抜方法改善研究経費
　　適性試験経費
一般管理費
　　人件費
　　物件費

10,765
752

9,718
62

124
109
254
194
60

合計 11,019 合計 11,019

（単位：百万円） 主な設備

光学式マーク読取装置システム

OpScan9909J シリーズ　　 14 式
読取速度：最大両面 19,000 枚／時
読取方法：反射光検出方式
システム構成：
　　OpScan9909 型スキャナー、
　　中央処理装置、磁気テープ装置、
　　光磁気ディスク装置、
　　ディスプレイ装置
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O R G A N I Z A T I O N
組 織 ・ 運 営 等

各種委員会等

■運営審議会

理事長の諮問に応じ、大学入試センターの事業計
画その他重要事項について審議します。
国公私立大学関係者、学識経験者及び高等学校関
係者等で組織されています。

■試験企画委員会

大学入試センター試験の実施計画、出題教科・科
目、出題範囲等の基本方針及び試験問題の文章表
現、構成、出題方法、解答方法等の一般的原則を
定める大学入試センター試験問題作成要領の策定
等について調査審議します。
国公私立大学等の教員及び学識経験者等で構成さ
れています。

■実施方法委員会

大学入試センター試験の実施方法及び情報処理に
関する事項を処理します。
国公私立大学等の教員及び高等学校関係者等で組
織されています。
●受験特別措置検討委員会

大学入試センター試験における身体に障害があ
る入学志願者に対する受験特別措置についての
調査・検討及び具体的審査等を行います。
国公私立大学の教員等で組織されています。

■教科科目第一委員会

大学入試センター試験の試験問題の作成を行う委
員会で、毎年６教科 28 科目の出題科目の試験問
題を作成しています。
400 名を超える国公私立大学等の教員等で組織さ
れ、国語、数学（数学Ⅰ、数学Ⅱ）、外国語（英語、
ドイツ語、フランス語、中国語、韓国語）、地理歴
史（世界史、日本史、地理）、公民（現代社会、倫理、
政治・経済）、理科（理科総合 A、理科総合 B、物
理、化学、生物、地学）、工業数理基礎、簿記・会計、
情報関係基礎の出題科目の作題部会と点字問題の
作成部会の計 24 部会が置かれています。

■教科科目第二委員会

教科科目第一委員会が作成した大学入試センター
試験の試験問題について、構成、内容、解答及び
用字用語等の点検、照合を行います。
100 名を超える教科科目第一委員会経験者である
国公私立大学等の教員及び学識経験者で組織され、
出題教科・科目ごとに 21 の点検部会が置かれて
います。

■教科科目第三委員会

教科科目第一委員会が作成した大学入試センター
試験の試験問題について、形式、表現及び各科目
間の整合性、重複等を総合的に点検、照合します。
国公私立大学等の教員及び学識経験者で組織され
ています。

■点検協力者

大学入試センター試験の試験問題の難易度及び出
題範囲について、高等学校教育の立場から点検を
行います。
高等学校関係者等で組織されています。
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各種委員会等

■試験問題評価委員会

大学入試センター試験の試験問題の評価を行います。
国公私立大学等の教員及び高等学校関係者等で組
織されています。

■国語出典データ作成委員会

各国公私立大学の入学試験問題の国語の出典デー
タの整理、入力データの審査、その他データベー
スの作成に当たっての専門的事項を処理します。

■得点調整判定委員会

各年度ごとに大学入試センター試験の結果に関し、
大学入試センター試験の状況を考慮するとともに、
問題の難易差等を専門的に分析し、得点調整の要
否を総合的に判定します。
国公私立大学関係者で組織されています。
●得点調整判定専門委員会

専門的な立場から大学入試センター試験の結果
を分析・整理し、得点調整の要否の判定に必要
な基礎資料を準備します。
大学入試センターの教員及び学識経験者で組織
されています。

■適性試験実施方法研究会

法科大学院適性試験の実施方法に関する基本方針
の策定を行います。
国公私立大学等の教員及び学識経験者等で組織さ
れています。

■適性試験問題作成研究会

法科大学院適性試験の試験問題作成に係る基本方
針の策定及び試験問題の作成を行います。
国公私立大学等の教員及び学識経験者等で組織さ
れています。

■適性試験企画・評価研究会

法科大学院適性試験の在り方等の調査研究及び試
験問題の点検・評価を行います。
国公私立大学等の教員及び学識経験者等で組織さ
れています。

■全国大学入学者選抜研究連絡協議会企画委員会

国公私立大学を通じた入学者選抜方法の改善に関
する調査研究を推進するため、協議会大会等の企
画実施に係る具体的事項の検討を行います。
国公私立大学の教員及び学識経験者で組織されて
います。
●全国大学入学者選抜研究連絡協議会大会
　参加対象は、国公私立大学の入試研究者等です。
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H I S T O R Y
大 学 入 試 セ ン タ ー の あ ゆ み

試
験・研
究
副
統
括
官（
２
名
）を
設
置
し
た
。

第
３
代
理
事
長
に
吉
本
高
志（
前
東
北
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

管
理
部
を
総
務
企
画
部
に
名
称
変
更
し
、総
務
企
画
部
に
業
務・シ
ス
テ
ム
最
適
化
推
進
室
を
移
し
た
。

第
１
回
全
国
大
学
入
学
者
選
抜
研
究
連
絡
協
議
会
大
会
を
開
催
し
た
。

管
理
部
の
会
計
課
を
財
務
課
に
名
称
変
更
し
た
。

研
究
開
発
部
を
改
組
し
、試
験
基
盤
設
計
研
究
部
門
、試
験
評
価
解
析
研
究
部
門
、試
験
問
題
研
究
部
門（
客
員
研
究
部
門
）の
３
部
門
を
設
置
し
た
。

情
報
統
括
責
任
者（
Ｃ
Ｉ
Ｏ
）の
下
に
業
務・シ
ス
テ
ム
最
適
化
推
進
室
を
設
置
し
た（
情
報
シ
ス
テ
ム
開
発
室
を
廃
止
）。

平
成
18
年
度
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験（
第
17
回
）に
お
い
て
英
語
リ
ス
ニ
ン
グ
テ
ス
ト
を
導
入
し
た
。

管
理
部
に
情
報
シ
ス
テ
ム
開
発
室
を
設
置
し
た
。

管
理
部
に
適
性
試
験
課
を
、研
究
開
発
部
に
適
性
試
験
研
究
部
門
を
そ
れ
ぞ
れ
設
置
し
、ま
た
、事
業
第
一
課
に
試
験
企
画
室
を
設
置
し
た
。

第
２
代
理
事
長
に
荒
川
正
昭（
前
新
潟
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

平
成
15
年
度
法
科
大
学
院
適
性
試
験（
第
１
回
）を
実
施
し
た（
８
月
31
日
）。

適
性
試
験
企
画
調
整
官
を
設
置
し
た
。

国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム「
問
題
作
成
か
ら
み
る
大
学
入
試
」を
開
催
し
た
。

管
理
部
の
庶
務
課
を
総
務
課
に
名
称
変
更
し
、ま
た
、総
務
課
に
企
画
室
を
設
置
し
た
。

独
立
行
政
法
人
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
が
設
立
さ
れ
、初
代
理
事
長
に
丸
山
工
作（
前
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
所
長
）が
就
任
し
た
。

管
理
部
の
進
学
情
報
課
を
情
報
課
に
、事
業
部
の
情
報
処
理
課
を
事
業
第
三
課
に
そ
れ
ぞ
れ
名
称
変
更
し
た
。

研
究
開
発
部
を
大
講
座
に
改
組
し
、試
験
臨
床
研
究
部
門
、試
験
環
境
研
究
部
門
、試
験
作
成
支
援
研
究
部
門
、試
験
問
題
研
究
部
門（
客
員
研
究
部
門
）の
４
部
門

を
設
置
し
た
。

ハ
ー
ト
シ
ス
テ
ム
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
に
更
新
し
た
。

研
究
開
発
部
に
問
題
設
計
基
盤
研
究
部
門
を
新
設
し
、９
部
門
と
し
た
。

独
立
行
政
法
人
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
法（
平
成
11
年
法
律
第
１
６
６
号
）が
制
定
さ
れ
、大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
は
独
立
行
政
法
人
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

第
７
代
所
長
に
丸
山
工
作（
前
千
葉
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

研
究
開
発
部
に
入
試
政
策
研
究
部
門
を
新
設
し
、８
部
門
と
し
た
。

第
６
代
所
長
に
廣
重
力（
前
北
海
道
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム「
21
世
紀
に
向
け
て
の
大
学
入
試
」を
開
催
し
た
。

大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
開
設
15
周
年
を
記
念
し
て
、記
念
行
事
を
開
催
し
た
。

第
５
代
所
長
に
髙
橋
良
平（
前
九
州
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

管
理
部
に
進
学
情
報
課
を
設
置
し
た（
企
画
調
査
室
を
廃
止
）。

平
成
２
年
度
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験（
第
１
回
）を
実
施
し
た（
１
月
13
、14
日
）。

事
業
部
の
試
験
実
施
課
を
事
業
第
一
課
に
、問
題
作
成
課
を
事
業
第
二
課
に
そ
れ
ぞ
れ
名
称
変
更
し
た
。

キ
ャ
プ
テ
ン
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
て
ハ
ー
ト
シ
ス
テ
ム（
大
学
進
学
案
内
）の
運
用
を
開
始
し
た
。

国
立
学
校
設
置
法
の
改
正
に
よ
り
、大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
の
所
掌
事
務
が
変
更
さ
れ
、大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験
の
一
括
処
理
業
務
を

担
当
す
る
機
関
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
る
と
と
も
に
、新
た
に
大
学
情
報
提
供
業
務
が
付
加
さ
れ
た
。

第
４
代
所
長
に
有
江
幹
男（
前
北
海
道
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

副
所
長（
教
授
及
び
事
務
職
員
）を
設
置
し
た（
企
画
調
整
官（
教
授
副
所
長
）を
廃
止
）。

事
業
部
事
業
課
を
試
験
実
施
課
及
び
問
題
作
成
課
に
分
離
し
、事
業
部
を
３
課
と
し
た
。

研
究
開
発
部
に
特
別
試
験
研
究
部
門
及
び
試
験
問
題
研
究
部
門（
客
員
部
門
）を
新
設
し
、７
部
門
と
し
た
。

研
究
部
を
研
究
開
発
部
に
名
称
変
更
し
、追
跡
研
究
部
門
と
評
価
研
究
部
門
を
評
価・追
跡
研
究
部
門
に
統
合
す
る
と
と
も

に
、進
学
適
性
研
究
部
門
を
新
設
し
た
。

管
理
部
に
企
画
調
査
室
を
設
置
し
た
。

第
３
代
所
長
に
堯
天
義
久（
前
神
戸
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

新
庁
舎
が
竣
工
し
た
。

企
画
調
整
官（
教
授
副
所
長
）を
設
置
し
た
。

第
２
代
所
長
に
小
坂
淳
夫（
前
岡
山
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

昭
和
54
年
度
共
通
第
１
次
学
力
試
験（
第
１
回
）を
実
施
し
た（
１
月
13
、14
日
）。

研
究
部
に
試
験
方
法
研
究
部
門
及
び
試
験
制
度
研
究
部
門
を
新
設
し
た
。

管
理
・
事
業
部
の
１
部
２
課
を
、管
理
部
庶
務
課
、会
計
課
及
び
事
業
部
事
業
課
、情
報
処
理
課
の
２
部
４
課

と
し
た
。

大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
が
設
置
さ
れ（
国
立
学
校
設
置
法
の
改
正
）、共
通
第
１
次
学
力
試
験
の
準
備
を
開
始
し
た
。

管
理・事
業
部
…
…
…
総
務
課
、事
業
課

研
究
部
…
…
情
報
処
理
、評
価
、追
跡
の
各
研
究
部
門

初
代
所
長
に
加
藤
陸
奥
雄（
前
東
北
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

共
通
第
１
次
学
力
試
験
に
関
す
る
調
査
研
究
を
推
進
す
る
た
め
、全
国
共
同
利
用
施
設
と
し
て
国
立

大
学
入
試
改
善
調
査
施
設
を
東
京
大
学
に
設
置
し
た
。

昭
和
51
年
５
月
（
１
９
７
６
年
）

大学入試センターのあゆみ

昭
和
52
年
５
月
（
１
９
７
７
年
）

昭
和
53
年
４
月
（
１
９
７
８
年
）

昭
和
54
年
１
月
（
１
９
７
９
年
）

昭
和
57
年
４
月
（
１
９
８
２
年
）

昭
和
57
年
６
月
（
１
９
８
２
年
）

昭
和
58
年
３
月
（
１
９
８
３
年
）

昭
和
60
年
４
月
（
１
９
８
５
年
）

昭
和
61
年
４
月
（
１
９
８
６
年
）

昭
和
62
年
５
月
（
１
９
８
７
年
）

昭
和
63
年
４
月
（
１
９
８
８
年
）

昭
和
63
年
５
月
（
１
９
８
８
年
）

昭
和
63
年
10
月
（
１
９
８
８
年
）

平
成
元
年
６
月
（
１
９
８
９
年
）

平
成
２
年
１
月
（
１
９
９
０
年
）

平
成
２
年
６
月
（
１
９
９
０
年
）

平
成
４
年
４
月
（
１
９
９
２
年
）

平
成
４
年
６
月
（
１
９
９
２
年
）

平
成
７
年
７
月
（
１
９
９
５
年
）

平
成
８
年
４
月
（
１
９
９
６
年
）

平
成
11
年
４
月
（
１
９
９
９
年
）

平
成
11
年
12
月
（
１
９
９
９
年
）

平
成
12
年
４
月
（
２
０
０
０
年
）
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試
験・研
究
副
統
括
官（
２
名
）を
設
置
し
た
。

第
３
代
理
事
長
に
吉
本
高
志（
前
東
北
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

管
理
部
を
総
務
企
画
部
に
名
称
変
更
し
、総
務
企
画
部
に
業
務・シ
ス
テ
ム
最
適
化
推
進
室
を
移
し
た
。

第
１
回
全
国
大
学
入
学
者
選
抜
研
究
連
絡
協
議
会
大
会
を
開
催
し
た
。

管
理
部
の
会
計
課
を
財
務
課
に
名
称
変
更
し
た
。

研
究
開
発
部
を
改
組
し
、試
験
基
盤
設
計
研
究
部
門
、試
験
評
価
解
析
研
究
部
門
、試
験
問
題
研
究
部
門（
客
員
研
究
部
門
）の
３
部
門
を
設
置
し
た
。

情
報
統
括
責
任
者（
Ｃ
Ｉ
Ｏ
）の
下
に
業
務・シ
ス
テ
ム
最
適
化
推
進
室
を
設
置
し
た（
情
報
シ
ス
テ
ム
開
発
室
を
廃
止
）。

平
成
18
年
度
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験（
第
17
回
）に
お
い
て
英
語
リ
ス
ニ
ン
グ
テ
ス
ト
を
導
入
し
た
。

管
理
部
に
情
報
シ
ス
テ
ム
開
発
室
を
設
置
し
た
。

管
理
部
に
適
性
試
験
課
を
、研
究
開
発
部
に
適
性
試
験
研
究
部
門
を
そ
れ
ぞ
れ
設
置
し
、ま
た
、事
業
第
一
課
に
試
験
企
画
室
を
設
置
し
た
。

第
２
代
理
事
長
に
荒
川
正
昭（
前
新
潟
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

平
成
15
年
度
法
科
大
学
院
適
性
試
験（
第
１
回
）を
実
施
し
た（
８
月
31
日
）。

適
性
試
験
企
画
調
整
官
を
設
置
し
た
。

国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム「
問
題
作
成
か
ら
み
る
大
学
入
試
」を
開
催
し
た
。

管
理
部
の
庶
務
課
を
総
務
課
に
名
称
変
更
し
、ま
た
、総
務
課
に
企
画
室
を
設
置
し
た
。

独
立
行
政
法
人
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
が
設
立
さ
れ
、初
代
理
事
長
に
丸
山
工
作（
前
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
所
長
）が
就
任
し
た
。

管
理
部
の
進
学
情
報
課
を
情
報
課
に
、事
業
部
の
情
報
処
理
課
を
事
業
第
三
課
に
そ
れ
ぞ
れ
名
称
変
更
し
た
。

研
究
開
発
部
を
大
講
座
に
改
組
し
、試
験
臨
床
研
究
部
門
、試
験
環
境
研
究
部
門
、試
験
作
成
支
援
研
究
部
門
、試
験
問
題
研
究
部
門（
客
員
研
究
部
門
）の
４
部
門

を
設
置
し
た
。

ハ
ー
ト
シ
ス
テ
ム
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
に
更
新
し
た
。

研
究
開
発
部
に
問
題
設
計
基
盤
研
究
部
門
を
新
設
し
、９
部
門
と
し
た
。

独
立
行
政
法
人
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
法（
平
成
11
年
法
律
第
１
６
６
号
）が
制
定
さ
れ
、大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
は
独
立
行
政
法
人
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

第
７
代
所
長
に
丸
山
工
作（
前
千
葉
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

研
究
開
発
部
に
入
試
政
策
研
究
部
門
を
新
設
し
、８
部
門
と
し
た
。

第
６
代
所
長
に
廣
重
力（
前
北
海
道
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム「
21
世
紀
に
向
け
て
の
大
学
入
試
」を
開
催
し
た
。

大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
開
設
15
周
年
を
記
念
し
て
、記
念
行
事
を
開
催
し
た
。

第
５
代
所
長
に
髙
橋
良
平（
前
九
州
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

管
理
部
に
進
学
情
報
課
を
設
置
し
た（
企
画
調
査
室
を
廃
止
）。

平
成
２
年
度
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験（
第
１
回
）を
実
施
し
た（
１
月
13
、14
日
）。

事
業
部
の
試
験
実
施
課
を
事
業
第
一
課
に
、問
題
作
成
課
を
事
業
第
二
課
に
そ
れ
ぞ
れ
名
称
変
更
し
た
。

キ
ャ
プ
テ
ン
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
て
ハ
ー
ト
シ
ス
テ
ム（
大
学
進
学
案
内
）の
運
用
を
開
始
し
た
。

国
立
学
校
設
置
法
の
改
正
に
よ
り
、大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
の
所
掌
事
務
が
変
更
さ
れ
、大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験
の
一
括
処
理
業
務
を

担
当
す
る
機
関
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
る
と
と
も
に
、新
た
に
大
学
情
報
提
供
業
務
が
付
加
さ
れ
た
。

第
４
代
所
長
に
有
江
幹
男（
前
北
海
道
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

副
所
長（
教
授
及
び
事
務
職
員
）を
設
置
し
た（
企
画
調
整
官（
教
授
副
所
長
）を
廃
止
）。

事
業
部
事
業
課
を
試
験
実
施
課
及
び
問
題
作
成
課
に
分
離
し
、事
業
部
を
３
課
と
し
た
。

研
究
開
発
部
に
特
別
試
験
研
究
部
門
及
び
試
験
問
題
研
究
部
門（
客
員
部
門
）を
新
設
し
、７
部
門
と
し
た
。

研
究
部
を
研
究
開
発
部
に
名
称
変
更
し
、追
跡
研
究
部
門
と
評
価
研
究
部
門
を
評
価・追
跡
研
究
部
門
に
統
合
す
る
と
と
も

に
、進
学
適
性
研
究
部
門
を
新
設
し
た
。

管
理
部
に
企
画
調
査
室
を
設
置
し
た
。

第
３
代
所
長
に
堯
天
義
久（
前
神
戸
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

新
庁
舎
が
竣
工
し
た
。

企
画
調
整
官（
教
授
副
所
長
）を
設
置
し
た
。

第
２
代
所
長
に
小
坂
淳
夫（
前
岡
山
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

昭
和
54
年
度
共
通
第
１
次
学
力
試
験（
第
１
回
）を
実
施
し
た（
１
月
13
、14
日
）。

研
究
部
に
試
験
方
法
研
究
部
門
及
び
試
験
制
度
研
究
部
門
を
新
設
し
た
。

管
理
・
事
業
部
の
１
部
２
課
を
、管
理
部
庶
務
課
、会
計
課
及
び
事
業
部
事
業
課
、情
報
処
理
課
の
２
部
４
課

と
し
た
。

大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
が
設
置
さ
れ（
国
立
学
校
設
置
法
の
改
正
）、共
通
第
１
次
学
力
試
験
の
準
備
を
開
始
し
た
。

管
理・事
業
部
…
…
…
総
務
課
、事
業
課

研
究
部
…
…
情
報
処
理
、評
価
、追
跡
の
各
研
究
部
門

初
代
所
長
に
加
藤
陸
奥
雄（
前
東
北
大
学
長
）が
就
任
し
た
。

共
通
第
１
次
学
力
試
験
に
関
す
る
調
査
研
究
を
推
進
す
る
た
め
、全
国
共
同
利
用
施
設
と
し
て
国
立

大
学
入
試
改
善
調
査
施
設
を
東
京
大
学
に
設
置
し
た
。

平
成
13
年
４
月
（
２
０
０
１
年
）

平
成
14
年
４
月
（
２
０
０
２
年
）

平
成
14
年
11
月
（
２
０
０
２
年
）

平
成
15
年
４
月
（
２
０
０
３
年
）

平
成
15
年
８
月
（
２
０
０
３
年
）

平
成
16
年
１
月
（
２
０
０
４
年
）

平
成
16
年
４
月
（
２
０
０
４
年
）

平
成
17
年
４
月
（
２
０
０
５
年
）

平
成
18
年
１
月
（
２
０
０
６
年
）

平
成
18
年
４
月
（
２
０
０
６
年
）

平
成
19
年
４
月
（
２
０
０
７
年
）

平
成
18
年
５
月
（
２
０
０
６
年
）

平
成
21
年
４
月
（
２
０
０
９
年
）
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日本民芸館

駒場小学校

京王電鉄井の頭線
駒場東大前駅

京王電鉄井の頭線「駒場東大前駅」
下車西口から徒歩 5分

首都高速３号線

神泉 渋谷

至
品
川

至
新
宿

渋
谷
駅

山
手
通
り

体育館
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